
北九州学術研究都市 指定管理者 

提 案 書 

団体名： 公益財団法人 北九州産業学術推進機構  
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1-(1) 施設の管理運営（指定管理業務）に対する理念、基本方針

ア 施設を管理する上での理念、基本方針について 

北九州学術研究都市は、｢アジアに開かれた学術研究拠点｣と｢新たな産業の創出･技術の

高度化｣を目指して平成 13年 4月にオープンしてから 17年目を迎えた。現在、国・公・私立
の大学 1学部 4大学院、45社の企業及び 14 の研究機関等が同一のキャンパスに集積し
ている。キャンパス内では、学生約 2,400名（うち留学生約 620名）、教員約 170名、その
他企業などを合わせて約 3,400名（平成 29年 5月時点）が、先端科学技術分野などの研
究開発や教育等に取り組んでいる。

公益財団法人北九州産業学術推進機構（以下「FAIS」という。）は、地域の産業技術の高
度化及び活力ある企業群の創出・育成に寄与することを目的として、北九州学術研究都市

オープンに際し、財団法人北九州市産業技術振興基金を改組・拡充し、設立された法人で

あり、平成 24年 4月 1日に公益財団法人へ移行した。

FAISでは、学術研究都市のオープン当初から、学術研究都市の管理委託を受け、また平
成 17 年度からは指定管理者として、この知的基盤を活用した産学共同研究の支援や学術
研究拠点の形成を推進してきた。今後も、FAIS が有する組織的機能やこれまでの実績を活
かし、大学間や大学と研究機関・企業等と連携・協同しながら、学術研究都市における管理

運営や学術振興、産学連携を円滑に推進し、今後の学術研究都市に求められる機能を最大

限に実現するため、熱意と意欲をもって全力で取り組んでいく。

施設を管理する上での理念と基本方針は、次のとおりである。

【理念】

学術及び研究の発展、産業技術の高度化・新たな産業の創出に貢献し、そして、アジアに

開かれた、「アジアの先端産業都市の実現に資する学術研究都市」の実現を推進する。

先端科学技術分野での研究を行う大学・研究機関や企業等の域内外からの集積を進め

るとともに、大学・研究機関・企業のインタラクションによるオープン･イノベーション、大学発

ベンチャー等を促進できる学術研究都市づくりを進める。

利用者の視点に立ち、北九州学術研究都市条例の他、関係法令等を遵守の下、指定管

理者の業務を適正かつ円滑に遂行し、平等・公平・安全・適正な利用を確保することによ

る市民サービス向上と創意工夫による経費削減を推進し、指定管理の目的を達成する。

【基本方針】

1) 産学連携の推進

今日の重要不可欠な課題である生産性向上等による産業高度化に向け、学術研究都市
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の大学、研究機関、事業者、さらには、学術研究都市外の機関等との連携により、拠点化

を推進する。

学術研究都市の持つ高い機能やブランド力或いはFAISのコーディネート力を、広く域内外
の研究機関・事業者等に PR（例えば、首都圏での情報発信等）し、学術研究都市への進
出を進める。これにより、学術研究都市でのインタラクション効果を高める。

学術研究都市での研究開発、人材育成、学発ベンチャー・実証機能と小倉都心部に形

成されつつある「日本一起業しやすい街」機能とを FAISがつなぎ、また、支援し、研究開
発から事業化までの一貫した支援体制を確立する。

2) 効率的・効果的かつ公正・安全な管理運営

大学、研究機関、企業等の入居者・施設の利用者との協働・相互作用を生み出すことに

より、学術振興、産業振興及び産学連携を達成するとともに、FAISの持つ産学連携機能
（事業）との共同を進めること等により、費用対効果を最大限に高める管理運営を実施す

る。学術研究都市を継続的かつ安定的に運営するため、FAISの適切な財団運営に基づ
き、指定管理者として責任をもって管理運営を行う。

長期契約などの導入や業務内容の見直しを行うことなどにより、経費低減を図り、より効率

的な管理運営を行う。

公正かつ安全な施設管理運営を実施する。

北九州学術研究都市条例等の関係法令等を遵守し、平等・公正に利用できる管理

運営を行う。

緊急時に早急な安全対策を講じられるよう、普段から設備点検、訓練等を行い、利用

者が安全安心に利用できる管理運営を行う。

北九州市個人情報保護条例をはじめとする関係法令の他、FAISプライバシーポリシ
ー等を遵守し、厳格な個人情報の保護管理を実施する。

3) 地域と一体となった学術研究都市の発展

人口集中が続く学術研究都市・周辺地域との一体的発展を進めるとともに、開かれた学

術研究都市を実現し、広く北九州地域の利便性を高める。

欄が不足する場合は、同様の書式で別紙（Ａ４版）を作成してください。

43



1-(2) 安定的な人的基盤や財産基盤

ア 管理運営を行なっていくための人的基盤、財産基盤について 

1) 人的基盤

FAISは、前九州工業大学学長である松永守央を理事長とし、役員等は、学界（学術研究
都市進出大学の副学長、市内理工系大学長等）、産業界（商工会議所等経済団体）、行政

（福岡県、北九州市）等により構成されている。FAISの職員は、専門性の高い知識・経験を
持った企業出身者 32名、北九州市からの派遣職員 10名、福岡県派遣職員 1名、専門職
員を補佐する事務スタッフ（事務嘱託等）21名の計 64名で構成されている（平成 29年 4
月 1日現在）。

FAISの使命は、北九州学術研究都市を中心に地域に集積する大学・研究機関と産業界
のコーディネーターとして、また、中小企業の総合的な支援機関として地域産業の振興を図る

ことであり、それらを実現させていくため、高度な専門性や知識を持つ優秀な人材を確保して

いる。また、施設の適正な管理運営を行い、利用者への安全や利便性を確保するため、長

年にわたり施設管理運営・利用サービス提供を行ってきた職員を配置している。さらに、各事

業は、市の産業振興施策と密接に関連していることから、各部署に市派遣職員や市OB職員
を配置し、連携・調整を図っている。

今後とも、以下の取組みにより、長期間安定的な管理運営を行っていくための適正な人的

基盤を確保する。

産業・学術・情報等の高度専門性・経験を持った人材（産学連携コーディネーターを含む）

の配置 

施設の適正・効率的管理に精通した経験豊富な人材（有資格者を含む）の配置 

北九州市の産業振興施策との緊密な連携を確保する人材の配置 

2) 財政基盤

FAIS は、福岡県の認定を受けた公益財団法人であり、基本財産 2 億円は北九州市が全
額出捐している。

また、金融機関からの借入はなく、過去 5 年間の収支（資金ベース）はすべて黒字を確保
して、健全かつ安定的な財務運営を実現している。平成２８年度事業費（決算支出額）は 22
億 48百万円であり、収入決算額（22億 82百万円）の内訳としては、北九州市補助金が 4
億 68百万円、北九州市委託が 8億 86百万円、国・県・民間等が 5億 51百万円、その他
が 3億 77百万円と、安定的に事業財源を確保している。実績の詳細は、「1-(3)実績や経験
等」に示す。

学術研究都市の管理運営においても、こうした能力と財政基盤を活かし、安定的財政基盤

を確保する。

（※財政基盤の詳細については、平成 28年度事業報告書及び収支決算書を参照。）

欄が不足する場合は、同様の書式で別紙（Ａ４版）を作成してください。 
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1-(3) 実績や経験など

ア 同様、類似の業務の実績について 

1) 学術研究都市の管理運営の実績

平成 13年度～平成 16年度：学術研究都市の委託管理を実施
平成 17年度～平成 29年度：学術研究都市の指定管理を実施
施設・設備の管理運営の実績

施設・設備の利用調整、使用料徴収等

施設・設備の使用許可にあたっては、関係条例、規則、要綱等に基づき、大学・企

業、一般市民などで異なる利用目的を施設の設置目的と照らし合わせながら、平等・

公正な利用調整を行ってきた。また、施設使用料の徴収等についても、FAISが構築し
た課金システムや請求システムによる請求書の発行から、使用料等の徴収、北九州市

への納付までの手続きを適正に行ってきた。

施設・設備の保守管理

学術研究都市には、環境エネルギーセンターや学術情報センターなどの他、各研究

棟や会議場、さらには体育館など、様々な用途や性質の施設が設置されていることか

ら、施設・設備の維持管理にあたっては、設備業務や各種保守点検業務などの専門知

識や資格を有する人材の確保が必要である。FAISでは、これらの人材を有する専門
業者を的確に選定し、FAISが一括して指揮・統括することで、業務の質を確保し、これ
により効率的かつ適正な施設等の維持管理を行ってきた。

環境エネルギーセンターの管理運営

学術研究都市では、水リサイクルや自然エネルギー利用など、環境配慮の仕組みが

取り入れられており、専門的な知識や技術・資格が求められ、これら設備を適切かつ安

全に管理するため、設備などに精通した人材を確保し、適切な維持管理を行ってきた。

宿泊施設の管理運営

FAISでは、平成13年7月から独自に運営していた宿泊に関する業務を行ってきて
おり、平成 20年 7月からは、新たに開設された技術開発交流センター宿泊室に関し
て、予約受付や調整、宿泊料金の徴収、備品の整備や清掃、ベッドメイキング、クリーニ

ングなどの宿泊施設に関わる包括的業務の豊富な実績及び経験を有している。

学術情報センターの管理運営

図書室については、学術研究都市内各大学の意向等を熟知した FAISが、これまで
の管理運営経験を活かし、多様化する利用者ニーズをご意見箱や図書室アンケート等

で集約して改善するなど、特色ある共同利用施設図書館として、円滑かつ効果的な図

書館運営を提供してきた。
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情報基盤については、学術研究を支援する情報教育施設設備の運営、キャンパス

カードの発行など、学術研究活動を推進するための重要なインフラとして、学術の振興

及び産学連携による研究開発の場を提供してきた。FAISでは、ITに関する高度な知
識を持つシステムエンジニア、多くの運営実績を持つ情報ネットワーク管理技術者を中

核とする万全の体制を整え、学術研究都市オープン以来、特に大きな障害もなく安定

的なネットワーク運営を提供してきた。また、運営しているネットワーク等についても、新た

な技術動向を注視し常に見直すことで経費削減を図っている。

平成 25年度～平成 29年度の指定管理（情報・図書）の主な取り組み  
【経費削減】

 （情報）

ひかり電話サービスへの変更

自前のメールサーバを廃止し、商用のクラウドメールに変更

e-portセンターのクラウドサービス利用（２４時間監視等が必要なシステム）
情報通信基盤ネットワークサービスの見直し

ネットワーク機器のダウンサイジング（適正規模化） 等

【利便性向上：利用者増対策】

 （情報）

会議室の情報コンセント開放

共用全施設にWi-Fi を設置
スタジオ・コンテンツ制作室無料利用体験

（図書）

グループ学習室の整備や閲覧席の椅子の張替など利用環境改善

大学向けオリエンテーリングおよびガイダンスの実施

利用増につながる各種イベントの実施 等

2) 財政実績

FAISの財政基盤実績：過去 5年の収支状況             （単位：百万円）
年度 収入 支出 収支（収入－支出）

平成 24 2,423 2,382 40 
平成 25 2,190 2,190 0 
平成 26 2,745 2,738 7 
平成 27 2,004 1,982 22 
平成 28 2,282 2,247 34 

注 1：百万円未満切捨のため、百万円単位での収入から支出を差し引いた数字が、
収支の数字と必ずしも一致しない。

注 2：平成 26年度は、出捐金 600百万円を市へ返還した支出及び、そのために基本財産
600百万円を取り崩した収入をそれぞれに計上したことにより、他の年度と比べ、収入と
支出の規模が大きくなっている。
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3) 研究開発・事業化等へ向けた産学連携（学術研究都市の発展への寄与）の実績

FAIS は、北九州地域における産学官連携による研究開発及び学術研究を推進する等
により、「地域の産業技術の高度化及び活力ある企業群の創出・育成」に寄与することを

目的としており、大学や研究機関・企業等との連携・協同により、学術振興や産学連携を

進めていくための組織体制や機能を有している。

FAIS は、これまでその組織・機能を十分に活かしながら、「産学連携フェア」や「ひびきの
サロン」などの開催、「産」と「学」からなる共同研究プロジェクトを推進するなど、学術研究

都市における産学連携推進に向けた様々な取り組みを着実に進めてきた。

学術研究都市に在籍する 200人を超える研究者情報の収集・発信（進出大学の研
究者情報をワンストップで見られるのは、FAISのみ）

学術研究都市施設を活用した産学連携の場づくり（毎月の「ひびきのサロン」開催等）

環境等に関する産学官の研究会運営

学術研究都市の研究者等が生み出す研究成果の特許化・民間企業移転（TLO）

20 人以上の FAIS コーディネーターによる研究者や企業への訪問、支援、調整 

具体的な産学事業の案件形成と実施（必要な資金獲得を含む）、事業化 等

学術研究都市進出大学と FAIS で構成する「キャンパス運営委員会」などを設置するな
ど、学術研究都市における共同利用施設の利用や大学間連携、産学連携等に関して審

議・検討を行うなどの取り組みも実施してきた。

これまでに、研究開発の拠点化推進のために、154億円の外部資金獲得（平成13年度
～平成 28年度）を達成しており、その中で、平成 27年度からは、文部科学省「リサーチ
コンプレックス」事業を獲得して学術研究都市の研究開発拠点基盤整備を進めた。
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4) 利用者の需要に応えて、学術研究都市の利便性を高めた実績（例）
バスの増便要望：FAIS事業として朝夕 1日 2便の増便

学術研究都市のホームページの改善：施設使用申請書掲載・WEB化

屋外照明の増設：大学通りと図書室階段に高輝度の LED照明を増設

AEDの増設：AEDの無かった事業化支援センター及びクラブセンターに新設

駐車スペースの増設：産学連携センター利便施設前の駐車スペース拡幅）

歩道への浸水改善：境界に排水溝を設置

図書室の利用環境改善：専門図書室での図書の市民貸出、インターネット端末の市

民開放、リフレッシュ・コーナー新設、Wi-Fi利用 等

5) アジアに開かれた学術研究都市づくりの実績  

アジアの研究開発拠点化を進めるため、国際会議を開催して、アジア等の世界の研究開

発拠点大学、国際機関、国の研究機関等との「超低炭素社会研究プラットフォーム」の

形成を進めた（7 ヶ国・200人以上）。また、学術研究都市の大学による海外大学等との
連携・共同研究を支援し、多くの海外大学関係者の学術研究都市への集積を進めた

（毎年、海外 10 カ国・30以上の大学が学術研究都市に結集）。

イ 施設の管理運営に関する専門的知識や資格などについて 

学術研究都市施設は、様々な専門職が必要となる。このため、現在、施設管理にあたっ

ては、施設管理担当課長には防火管理者として必要な資格を取得させ、また、電気・建

築物・高圧ガスの取扱い等に必要な資格（電気主任技術者、建築物環境衛生管理技

術者、高圧ガス製造保安責任者、エネルギー管理指定工場のエネルギー管理員等）は

委託事業者の中から選任するなど、法令等で規定された有資格者であり、かつ、これま

でも学術研究都市の管理運営に従事してきた経験豊富な人材を適切に配置している。こ

うした人材は、管理運営に関する専門知識等を有するためでなく、利用者の立場に立っ
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て、丁寧な利用サービスを提供できる人材でもある。この体制は、今後も継続し、施設の

適正な管理運営を行う。 

学術研究都市の重要なインフラである情報基盤の運営には、各情報分野における構築・

運用管理の実績があり、電気通信回線設備、システム管理、アプリケーション開発等、業

務に必要な資格を有したシステムエンジニアを適切に配置している。また、図書室運営で

は、再委託先を含め、図書館司書の資格を有し、大学及び公共図書館で実績のある人

員を図書カウンター、書誌登録業務を中心に適切に配置している。情報分野の人材も、

利用者の利便性向上や快適・興味ある利用に向け、様々な利用促進プログラム（親子

DVD上映会等）を実施するなど、熱意をもって管理運営に当たっている。この体制は、
今後も継続するとともに、設置・利用環境の変化によって、新規人材が必要な場合には、

直ちに対応し、施設の適正な管理運営を行う。 

また、学術研究都市の重要な機能である産学連携を進める専門人材に関しても、大学

ニーズや企業シーズに精通しており、これまでも「文部科学省・リサーチコンプレックス・プ

ログラム」など数多くの産学連携プロジェクトを推進してきた。こうした活動を通じ、学術研

究都市の機能強化・発展に寄与したいという意欲を持って管理運営に当たっている。 

学術研究都市は、「アジアの知の拠点」であるとの誇りを持って、また、国内外から今後と

の増大が予測される多くの利用者の期待に応えるべく、FAIS として最善の策を講じていく
る。学術研究都市の適切な管理運営及びその発展は、FAISの設立趣旨・ミッションその
ものであり、「FAISなくして学術研究都市なし」との気持ちで、全力で臨んでいく。 

欄が不足する場合は、同様の書式で別紙（Ａ４版）を作成してください。 
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2-(1) 施設の設置目的の達成に向けた取り組み

ア 施設の管理運営方針（事業計画）について 

学術研究都市は、国・公・私立の大学や企業・研究機関が集積する学術研究拠点として

の機能を持つとともに、多くの市民が気軽に訪れることが出来る広く開かれた施設としての役

割も担うなど、様々な方が学術研究都市を利用している。

学術研究都市の設置目的は、「先端科学分野の研究等を行う大学、企業その他研究機

関の北九州学術研究都市への集積、学術の振興並びに産業及び学術の連携による研究開

発等の推進を図り、もって学術及び研究の発展並びに産業技術の高度化及び新たな産業の

創出に貢献すること」であり、施設機能の発揮と目的達成のため、1)産学連携の推進、2)効
率的・効果的かつ公正・安全な管理運営、3)地域一体となった発展、の方針の下で、指定管
理者として責任ある管理運営を進める。

1) 産学連携の推進 

学術・研究の発展と産業技術高度化・新規産業創出のため、北九州市の政策との連携を

図り、産学連携を推進する。具体的には、大学シーズ及び企業ニーズの把握、効果的なマッ

チング機会の創出、実証・事業化への国プロジェクト等の資金獲得、事業（市場）展開への支

援、など一連の産学連携活動をコーディネート、支援していく。（詳細は、政策支援を図るため

の効果的な取り組みに記載）

2) 効率的・効果的かつ公正・安全な管理運営

北九州学術研究都市学術研究施設・指定管理に係る管理運営業務・仕様書に基づき、

施設・設備の利用及び維持管理の業務、施設固有の業務（共同研究開発センター及び

学術情報センター）、並びに学術研究都市設置目的達成に必要な業務を、安全、効率

的、効果的、公平に行う。

そのため、利用者のニーズも、学術研究に関するものから、一般開放施設の利用に関する

ものまで多岐にわたっており、FAISでは、これらのニーズを的確に把握し、学術研究都市
の機能改善・向上への取り組みを行う。

費用対効果を最大限に高める管理運営を実施する。長期契約などの導入や業務内容の

見直しを行うことなどにより、経費低減を図り、より効率的な管理運営を行う。また、エネル

ギー供給事業者の最適化、再生可能資源の利用など、施設集約の利点を活かした資源・

エネルギー利用の効率化を進める。

一般開放施設の稼働率の向上に向け、キャンパス及び地域の共同利用施設として誰でも

気軽に安価で利用できる利便性の高い施設であることを、イベント体験や PR活動で広く周
知し、利用を進める。

《様式 11》
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利用者の需要を的確に把握し、最適な管理運営に活かすため、学術研究都市利用者へ

のアンケートを実施する。学術研究都市の施設管理に係る利用者ニーズの把握と機能向

上を図るため、大学関係者、企業・研究機関、一般利用者等に対し、アンケートを実施し、

また、アンケートの他、日頃から寄せられる意見・要望を的確に把握し、FAISにおいて機
能改善・向上が可能なものについては、積極的に取り組むとともに、その他意見・要望につ

いても市に報告し、市と連携・協同しながら学術研究都市の機能向上に努める。

利用者からの寄せられた主な意見・要望と機能改善・向上への取り組み事例 

要望内容 取り組み内容 意見・要望者

バスの増便要望。 朝夕１日２便の増便を行った。 大学、企業

学術研究都市のホームページ

の改善要望。

大幅に改訂し解り易くした。また、施設使

用申請書を置き、WEB 上で予約手続き
が行えるようにした。

大学

屋外照明の増設要望。
大学通りと図書室階段に高輝度の LED
照明を増設した。

大学、企業、市

民

AEDの増設要望。
近傍に AED のなかった事業化支援セン
ター及びクラブセンター（運動場・テニスコ

ート付近）に新たに設置した。

大学、企業、

市民

駐車スペースの増設要望。
産学連携センター利便施設前の駐車ス

ペースを拡幅した。
市民

歩道への浸水の改善要望。

周辺道路の歩道に敷地からの雨水が流

入するのを境界に排水溝を設置すること

で防止した。

市民

図書室の利用環境等を

改善要望。

専門図書室での図書の市民貸出、インタ

ーネット端末の市民開放、リフレッシュ・コ

ーナー新設、Wi-Fi利用などを行った。
図書室利用者

図書室の来館者数の増加に向け、利用が減少傾向にある専門図書利用に関し大学や研

究機関への蔵書や検索機能等の情報提供を推進するとともにラーニングコモンズに対応し

たグループ学習室の利用を促進するとともに、増加傾向にある一般図書室利用に関し今

年度開校のひびきの小学校など地域利用者へ利便性を PR し、また図書室のサロン機能
を高める。

図書室や情報基盤の機能、運営への多様化する利用者需要や他大学の動向等を把握

し、機能向上に生かす取組みとして、今後も、「九州地区大学付属図書館協議会」への参

加や北九州市立大学からの学術情報センター運営に関するアドバイス機能を継続する。

FAISでは、学術研究都市利用者のための宿泊施設について、国内はもとより海外の方も
利用するため、日本語と英語表記による宿泊者アンケート票を作成・設置し、宿泊施設利

用者のニーズを的確かつ即座に把握する取り組みを行っており、利用者の意見・要望等を
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踏まえた適切な運営に反映させ、学術研究都市における宿泊機能を充実させる。

北九州学術研究都市条例等の関係法令等を遵守し、平等・公正に利用できる管理運営

を行う。

緊急時に早急な安全対策を講じられるよう、普段から設備点検、訓練等を行い、利用者

が安全安心に利用できる管理運営を行う。

北九州市個人情報保護条例をはじめとする関係法令の他、FAISプライバシーポリシー等
を遵守し、厳格な個人情報の保護管理を実施する。

以上の管理運営方針により、公正かつ安全な施設管理運営を実施する。

3) 地域一体となった発展 

学術研究都市（公の施設）の目的は、最終的に市民の福祉を増進することであり、学術研究

都市地域を始めとする地域一体となった発展は、不可欠な管理運営方針の一つである。この

ため、市民の活発な利用、意見・提案の反映、安全の確保、市民参加型イベントの開催な

ど、積極的に事業を推進する。
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イ 政策支援を図るための効果的な取り組み 

生産性の向上や労働力確保は、今日の北九州市の最重点課題である。また、北九州市が

進める「日本一企業しやすい街」は、北九州市の今後の大学発ベンチャーの促進など学術研

究都市に求められる機能である。さらに、事業化（ビジネス）需要の満足につながる大学の研

究開発の指向性は、北九州市内のみならず日本の全国的課題となっている。また、学術研

究都市は、北九州市の都市発展の重要な施策であり、そこには、研究開発・教育機能だけで

なく、住民などの地域と一体となった「都市（街）」の創造でもある。 

FAISでは、こうした、北九州市の政策を支援していくため、効果的な取組みを推進する。 

第一に、産学連携を進める大学・入居者・学術研究都市外機関等の間の相互作用促進

の仕組みづくりを進める。具体的なものとして、次の取組みがある。

日常的な産学交流の場（サロン／フューチャー・センター）の機能を、産学連携センタ

ー3階のリフレッシュ･スペースや 1階の展示室等を有効活用して実現させる。

FAIS 及び学術研究都市 3 大学からなる「キャンパス運営委員会」について、従来の
情報共有の場から、「政策立案の場」として機能強化すること等により、学術研究都市

の研究者や事業者の情報の共有化、政策対話の機会を向上させる。

学術研究都市機関間、及び、北九州工業高等専門学校、福岡県工業技術センター

機械電子研究所、九州職業能力開発大学校等の市内拠点・機関等との連携を進め

る。このため、FAIS コーディネーターの活動をより活性化する。

第二に、大学発ベンチャー等のインキュベーション機能の強化を図る。具体的なものとし

て、次の取組みがある。

大学、研究機関、事業者など学術研究都市メンバーへ、FAISが頻繁なヒアリング、ア
ドバイス、起業メニュー支援（アーリー・ステージでの資金調達・助成制度紹介を含む）

等を行う。 

革新的プロジェクトの創出やシーズの事業化を好循環で生み出すため、FAISが主宰
する研究会を立ち上げ、運営する（これまでの実施例：エネルギーマネージメント研究

会、北九州革新的価値創造研究会等）。 

学術研究都市で生まれた知的財産の技術移転を行う北九州 TLOを推進する。 

第三に、スマートものづくりなど、FAISの取組みを学術研究都市の関係者と協働して進
め、学術研究都市の研究開発や実証・事業化の機能を高める。大学、研究機関、企業等

の入居者・施設の利用者との協働・相互作用を生み出すことにより、学術振興、産業振興

及び産学連携を達成する。 
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第四に、地域と一体となった学術研究都市の発展への管理運営として、人口集中が続く

学術研究都市周辺地域との一体的発展を進めるとともに、開かれた学術研究都市を実現

し、広く北九州地域の利便性を高める。具体的には、地域との対話・意見交換、「ひびきの

祭」、「学術研究都市見学会」、「サイエンスカフェ」、「親子 DVD上映会」など参加型イベ
ントの開催、分かり易い案内表示等の地域の利便性向上のための施策の実施などである。
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学術研究都市政策支援の全般的取組みとして、「先端科学分野の研究等を行う大学、企

業その他研究機関の北九州学術研究都市への集積、学術の振興並びに産業及び学術

の連携による研究開発等の推進を図り、もって学術及び研究の発展並びに産業技術の高

度化及び新たな産業の創出に貢献すること」との学術研究都市の設置目的を達成するよ

う、以下の業務を適切に進めていく。

対象施設・設備の利用業務 

維持管理業務（清掃、廃棄物処理運搬、植栽管理、警備安全管理、駐車場管理、

駐輪場管理、防火管理、建築物等日常点検及び定期点検、建築物環境衛生管理、

設備運転・保守管理） 

共同研究開発センター・学術情報センター・技術開発交流センター宿泊室に関する

業務 

その他の必要な業務 

以上により、管理目標を達成する。 

【目 標（数値目標）】

項目 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 平成 33年度 平成 34年度

一般開放施設の

稼働率 
32％ 32％ 33％ 34％ 35％

図書室の 

来館者数 
17万人 17万人 17万人 17万人 17万人

欄が不足する場合は、同様の書式で別紙（Ａ４版）を作成してください。 
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ウ 施設の利用者の増加や利便性を高めるための取り組みについて 

学術研究都市は、複数の大学や企業、研究機関等が集積し、また一般市民も多く利用す

ることから、広い視点に立った利用促進の取り組みが求められる。

FAIS は、これまで、施設利用者の増加や利便性を高めるため、アンケート等のよる利用者
需要の把握と管理運営への反映を進め、学術研究都市へのバスの増便、施設使用申請

のWEB化、屋外照明やAEDの増設、図書室利用環境の改善などの様々な取組みを行
ってきた。

今後もこれらを継続的に実施するとともに、新たな取り組みも取り入れながら、さらなる利用

促進を図っていく。

学術研究都市入居者への活動支援を行う FAIS専任職員と施設管理職員の緊密な連携

研究会活動等を通じた研究開発案件形成と外部資金獲得（国等への積極的提案）

学術研究都市の機能（情報）の首都圏での発信等による認知度向上と進出促進

大学発ベンチャーの成功事例の集約・情報共有や企業と学生のコンタクト機会創出等

による起業促進及び地元企業への優秀な人材輩出

入居支援担当と施設管理担当の情報共有強化による入居者の満足度向上や課題解

決の迅速化を進める。 

図書室を核とした学術情報センターの活用による学術研究都市および地域の活性化 

図書室が 2階にあることが分かるように、分かり易い図書室案内表示を設置
近隣小学校との連携による小学生の読書促進

学術情報センターを活用した IT資格試験、各種教室、図書室行事の実施
スタジオ、コンテンツ制作室の一般開放

効果的研究・学習機能として大学生セミナールームや親子学習室（壁面ホワイトボ

ード付）を設置する（活用が少ない CAI室（1階）の活用）

清涼飲料水等自動販売機の設置（学研施設利用者の利便性を更に高めるため、学研

の土地等の貸付を受け、各建物に清涼飲料水等自動販売機を設置しサービスの向上

を図る。）

設置台数：計 16台（建物 15台、土地 1台）
貸 付 料：建物（1台あたり月額）960円（消費税を含む額）
     土地（1台あたり月額）360円（消費税を含む額）

以下に、施設の利用者の増加や利便性を高めるための取組み例を示す。
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学術研究都市全般に関する利用者の増加や利便性を高めるための取組み

項  目 取り組み 内 容

ホームページ・配

布物等による PR 

「北九州学術研究都市」のホームページで施設紹介を積極的に行うことに

よって、研究者、学生等及び一般市民の施設利用促進を図る。また、会議

室・体育施設の案内に特化したポスター・チラシを作成・配布し、より一層の

利用促進を図る。

北九州市との共同

による利用促進

北九州市と連携し、市政ガイドブック「くらしの便利情報」おいて、学術研究

都市の市民開放施設の紹介を行い、一般市民の利用促進を図る。

市民センターだより

による利用促進

学術研究都市近隣の市民センターの「市民センターだより」に会議室など

の施設利用案内を掲載し一般市民の利用促進を図る。

施設利用申請手続

きの利便性向上

忙しくて受付窓口に来られない方などでも気軽に施設利用申請が出来るよ

う、一般開放施設の使用申請書をホームページ上に置き、Ｅメールで 24 時
間受付けるようにし、利用者の利便性の向上と利用促進を図る。

施設予約・利用情

報の提供

別途構築した施設の予約・利用状況管理システムにより、学術研究都市

関係者に最新の情報を提供することで、施設利用予約時のサービス・機能向

上を図る。

入居企業・研究機

関へのサポート

（施設関連）

学術研究都市への入居時に、施設の特性に応じた的確かつ万全の案内を

行って、よりスムースに入居できるようサポートする。また、入居後も随時施設

に関するサポートを行う（産学連携に関するサポートは別掲）。

学術研究都市内の

案内看板等の整備

学術研究都市は、様々な施設が集積しているため、はじめての来訪者でも

迷わず目的地へ向かえるよう、屋外及び施設内に施設の配置や入居企業等

の表示を行っている。また、施設の新設や研究機関・企業等の入退居などに

併せ、随時更新し表示内容に変更を行うなど、きめ細やかな対応を行ってい

く。

利用環境の向上

共同研究開発センターの半導体試作施設及び会議場に専門スタッフを配

置し、利用者の視点に立った懇切かつスキルの高いサポートを行うなど、施

設利用環境の向上を進める。

接遇研修の実施
FAIS 職員に対する接遇研修を実施するとともに、警備員への接遇研修を
警備会社に働きかけるなどし、市民対応の向上を図る。

交通アクセスの

向上

学術研究都市利用者の交通アクセス向上のため、「折尾駅」から「学研都

市ひびきの」間に臨時バスを運行させる。

ひびきの祭開催時

の施設紹介

地元自治会等との協同による「ひびきの祭」の開催を通じて、地域の人々と

の交流を促進し、市民へ開かれたキャンパスとして学術研究都市内の施設を

紹介することにより、北九州地域における認知度の向上及び利用の促進を図

る。

学会等の開催

誘致・支援

学術研究都市内で開催されるコンベンションの主催者に対し、開催にかか

る経費の一部を助成することにより、学術研究都市へのコンベンションの積極

的な誘致を推進し、学術研究都市のイメージの向上を図る。

自動販売機の設置

（収益事業）

各施設に飲料（宿泊室のある技術開発交流センターには軽食も含む）の自

動販売機を設置する。用地は北九州市から賃借し、多彩な品目で、入居者

や利用者、来訪者を福利厚生面で支援する。
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学術情報センターに関する利用者の増加や利便性を高めるための取組み 1（図書館）

項  目 取り組み 内 容

大学向けオリエンテ

ーション開催

(図書、情報共通) 

学術研究都市キャンパスへ新たに入学してくる学生に対し、学術情報セン

ターのオリエンテーションを開催し、図書室や情報通信サービスの紹介を行

い、学術研究都市でのスタートをサポートする。

学術情報センター

ホームページによる

情報提供

(図書、情報共通) 

学術情報センター専用の Web サイトを立ち上げ、図書室および情報通信
系サービスに関する施設・サービスの紹介、FAQ（よくある質問）、マニュア
ル、各種お知らせ・メンテナンス情報などの情報を常に最新の状態に保つこと

により、学術研究都市内部用及び市民向け外部用に情報発信する。

図書館ガイダンス

の実施

北九州市立大学新１年生全員を対象に「図書館リテラシー」を、２年生以

上、院生など向けに外部講師による参加募集型の「データベース講習会」を

実施することにより、一層の利用増進を図る。

円滑な図書室運営

の促進

閲覧・貸出・設備施設利用、レファレンス利用など多様な図書館利用形態

について、総合的に利便性を高め、利用者の満足度が向上する運営を行う。

専門図書室時間外

開館実施

専門図書室については、学術研究都市内の利用者を対象に時間外開館

（8：00～9：00、20：00～24：00）を概ね授業期間中に実施し、より一層の
利用機会増大を図るなど、学術研究都市内における学術研究活動を更に支

援する。（北九州市内大学・公共図書館では最長）

一般図書室特集

コーナー設置

一般図書室の一角に「特集コーナー」を設置し、一般利用者へ読書の関

心を高めてもらうとともに、図書室利用を促進する。具体的には、季節もの

（夏休み自由研究、クリスマス、梅雨など）、タイムリーなもの（防災、風林火

山、昭和の日、著者追悼など）を集中配架する。

一般図書室科学系

図書充実

カーエレクトロニクス、半導体、ロボット、環境工学など、理工系大学、研究機

関が集積した学術研究都市としての特色を生かし、一般向けの自然科学・技術

系図書資料の充実を図る。特にこうした分野での児童・生徒向け図書や視聴覚

資料を充実させ、学術研究都市や理工系分野への関心をさらに高めるよう、利

用者要望なども勘案し、図書資料の選書を行い、購入元である市立中央図書

館との調整を行なっていく。

図書館閲覧環境

確保

利用者が快適に過ごせるように、照明、室温に配慮し、書架の並びなど雑然

としないよう見やすいように整理する。また、図書室の閲覧席に静粛を保ちマナ

ー良く利用できるよう利用者に注意を払い、利用者と適度にコミュニケーション

を図るよう努め、今後も利用者に快適な閲覧環境を提供していく。

計画的資料収集

展示

各大学が購入している図書の重複や脱漏を極力なくし、計画的な収集体

制を確立し、適切に配置する。また、蔵書数の増加に対応するため、館内レ

イアウトや十進分類法別の配置を効果的に行い、スペースの有効利用と効率

的な保存・展示を行う。

専門図書室の

中高生開放

各大学の長期休暇中(春、夏)の期間等を、中高生を対象（通常 18 歳未
満入室不可）として専門図書室の一部を開放する。普段、入室できない独特

の空間に入室体験することで、学習意欲の向上と学術研究都市をより身近に

感じてもらう。
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アンケート調査等の

対応

利用者からの要望等が高く、利用促進、利便性向上に結び付くものは、新

たなサービスとしての提供や改善等で積極的に対応していく。

選書ツアーの実施

H23年度に開学10周年を記念し、初めて実施した学生による選書ツアー
が好評で、購入本が貸出増に貢献しており、継続実施する。また、Ｈ２９年度

からは Web 選書を新たに導入し、学生などの参加を促進し専門図書室を身
近に感じてもらい図書室利用を促進する。

認証型Wi-Fi 

専門図書室のインターネット利用について、スマートフォンやＩＰＡＤ等のタブ

レット端末に対応するため、セキュリティを確保した認証型の Wi-Fi を整備有
線による情報コンセントと併用で開放。一般図書室のインターネット利用につ

いても、セキュリティを確保した認証型のWi-Fiを整備し、利用者の利便性向
上を図っている。

図書室の見える化

による利用促進

図書室利用者に対し、図書のカウンター業務だけでなく、開架エリアでの活

動を見せることにより、図書室職員との直接的なコミュニケーションをとること

で、図書室を知ってもらい、使いこなしてもらうことにより利用促進を図る。

また、SNS やホームページを活用した広報活動を充実し、図書室の利用
の方法や行事などの周知を図り、図書室の利用促進を図る。

多読講習会の実施

専門図書室に約 5,200 冊所蔵している英語の多読本を活用し、専門図
書室内のグループ学習室で多読講習会を開催し、学生および一般利用者の

英語力を高めるとともに、専門図書室の利用促進を図る。

読書ラリーの実施

（市民用）

夏休みに子供を主な対象として、期間中に決められた冊数を読むことに挑

戦してもらい小学生が読書する習慣を身につけることを支援する。

親子映写会の開催

（市民用）

H24 年度に試行的に実施した親子を対象にした映写会が好評であるた
め、今後も児童教育用ＤＶＤ等を使用し、上映会を企画・実施する。

学術情報センターに関する利用者の増加や利便性を高めるための取組み 2（情報基盤）
入居前段階での

利用相談対応

学術研究都市へ入居を検討される企業等に対しては、学研が提供する IT
サポート、共同利用施設である教育系施設サービスの優位性を感じてもらう

ことが重要であり、施設利用ガイドやサービスメニュー等を使用してきめ細に

対応する共に、多様な相談にも的確なコンサルテイングを行い、企業誘致を

側面から支援する。

入居組織等への IT
サポート支援

入居組織等からのパソコン、ネットワークやセキュリティなどに関する設置相

談や故障時の対応について、利用者のニーズに適合した支援を行う。

入居組織等からの

教育施設利用相談

対応

遠隔会議、セミナー、学会など、会議室等の施設利用についての事前相

談には、施設パンフレットによる紹介、ニーズを受けての助言、現地での下見・

実演、操作マニュアルによる機器操作指導で、不安のないガイダンスを行う。

学術情報センター

の設備を活用した

利用促進

学術情報センター講義室、遠隔講義室のパソコン・テレビ会議システム・プ

ロジェクターなどの設備を活用し、各種イベントや講習会および IT資格試験の
会場として活用し施設の利用促進を図る。

スタジオ・コンテンツ

制作室の一般開放

専門スタッフが入門者向けのスタジオ撮影や動画編集、コンテンツ制作な

どの機器操作指導を行い、利用者が実際に機器に触れ、より身近に感じるこ

とで、利用者の増加を図る。

研究・学習機能の

強化（場の設置）

効果的研究・学習機能として大学生セミナールームや親子学習室（壁面ホワ

イトボード付）を設置する（活用が少ない CAI室（1階）の活用）。
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学術研究都市の活性化（インセンティブ・ペナルティ制度対応）

・企業等の新規入居による年間研究室使用料収入額の増加のため、インキュベーション

機能、外部資金獲得機能、研究会活動など、学術研究都市の機能を積極的にアピー

ルし、入居を促進する。

・新規雇用数のため、大学発ベンチャーの成功など学術研究都市の事業化情報の共有

化等によるビジネス機会へのアクセス促進及び企業と学生のコンタクト機会創出により、

新規雇用を促進する。

エ 施設間の有機的な連携を図るための取組み（複数の施設を一括して管理する場合） 

学術研究都市には、研究開発、実証、事業化等の専門施設や情報、会議等の一般施設

がコンパクトに設置されており、それら施設の有機的連携によって、他では見られないような産

学連携プログラムの推進や、効率的な施設機能の活用が可能となる。

このため、これまで、イベント開催、キャンパス運営委員会、学術情報ネットワーク、エネルギ

ーシステム等の取組みにより、有機的連携を進めてきた。今後、次のような有機的な連携を

図るための取組みを進める。

産学連携、研究開発・事業化の一連の過程を各施設の適材適所利用で進める仕組を構

築すること。このため、最適な施設利用に関する FAISのコンシェルジュ機能を高めること。

施設の共同利用を進めるため、北九州市立大学（環境）、九州工業大学（生命体）、早稲

田大学（情報､生産､システム）、福岡大学（資源循環）や域内機関との共同事業の推進

や、施設の相互利用を進める。施設共同利用に関しては、国プロジェクト「リサーチコンプレ

ックス・プログラム」で、関係大学を含む情報が集約されており、その実現化を進めること。

FAIS所有設備（例）
共同研究開発センター（IC・MEMS製造設備）
情報技術高度化センター（計測・評価・解析機器設備）

各大学所有設備（例）

北九州市立大学国際環境工学部計測分析センター（計測・分析設備）

産業医科大学共同利用センター（高機能・高性能の分析機器と特殊環境実験設備）

九州工業大学分析センター
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施設の効果的利用を進めるため、パンフレットやホームページ等の施設（利用）情報を、より

分かり易く、また、機能を最大限表現するものに更新すること。

産学連携センター：企業等が産学連携をしながら研究開発を進めることが可能であり、 

また、産学連携活動に関する FAISからのサポートが得られること等。

共同研究開発センター：企業等が半導体の研究開発等を行うことができ、また、設備の

利用に当たっては FAISからの技術サポートが得られること、また、全国的な共同施
設利用システムがあること、等。

情報技術高度化センター：情報通信技術の高度化を目指す研究開発が可能であるこ

と、また、世界的にも著名な機関が入居していること、等

事業化支援センター:研究者や学生等の起業志向者が研究開発等を行うことができ、 
また、FAISのサポートが得られること、等

技術開発交流センター：研究者がカーエレクトロニクス等の研究開発を行うことができ、

また、化学系の実験にも対応可能な研究室や大型研究室も備えていること、さらに、

多くの研究機関・事業者が入居しアクセスが容易なことや FAISのサポートが得られ
ること、1階には交流の場として誰でも利用可能なサロンスペースがあること。

学術情報センター：図書室情報、スタジオ、コンテンツ制作室等の施設を利用すること

等が可能であり、また、地域の方々を始め誰でも一般利用が可能であること、小学生

にも楽しく便利に使ってもらえること、等

会議場：同時通訳可能な専門的な学術会議から、一般の講演会・コンサートなど多様

なイベントに利用が可能なこと、また、イベントホールでは、展示やパーティーなど多彩

な利用が可能なこと、等
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施設間の有機的な連携による経費節減の取組みを進めること。

・光熱水費の節減、水資源の活用：学術研究都市では、共同溝でつながる各施設の電

力が、電気事業者や環境エネルギーセンターのガスエンジン発電機等から供給されて

いる。その電力需要は、季節、曜日や時間帯で異なるため、学術研究都市の電力源を

電力需要に応じた最適な運転により、エネルギー使用量を軽減していく。また、学術研

究都市の各施設にある雨水槽の水を冷却塔用に使用する他、運動場の散水用として

活用するなど、限られた水資源を最大限有効活用する工夫を行っている。

・北九州市立大学との連携による経費節減：学術研究施設と北九州市立大学は、電気

や水道、などの設備面において非常に密接な関係にあることから、設備管理業務や情

報通信基盤運用保守委託契約については、スケールメリットを活かすため、一括契約

により経費節減を行うなど、施設間の効率的な連携を図っていく。

・施設間の有機的連携による省エネ対策の実施：学術研究都市に整備された中央監視

システムは、各建物・部屋ごとに空調の稼動操作が可能なシステムとなっている。環境

エネルギーセンターにおいて、施設管理担当部署で管理している施設予約システムの

情報で確認し、部屋ごとに利用予定時間以外は空調を停止する設定を行い、省エネ

ルギーへの取り組みを行う。

オ 施設の設置目的に応じた営業・広報活動に関する効果的な取組み 

学術研究都市は、オープンから 17年目を迎え、企業・研究機関等が集積するとともに、こ
れまでの営業・広報活動などにより、その知名度も高まり、利用者も増加してきている。国内外

から学術研究都市に研究機関、事業者等が集まり、アジアの拠点として成長していくため、今

後も、FAISによる営業・広報活動を効果的に推進していく。

利用者の視点で、学術研究都市の施設紹介のホームページの内容の拡充を行い、より利

用しやすく、また、利用したくなる内容に更新する。下記は一例。

オフィス・研究室：（現）面積例と写真 1枚
→（新）利用可能な全部屋情報（高さ、場所、利用可能サービス等）

体育館・運動場：（現）総面積と写真 1枚
           →（新）長さ、奥行き、高さ等の見取り図、照明

利用相談：（現）利用申込・問合せ

       →（新）どのように利用できるかや利便性等について気軽な相談ができる内

容に拡充。特にオフィス・研究室の利用に関して、FAISによる入居・
活動支援サービス等を表示し、安心して利用できることを PR。

施設機能・サービスや利用成果を、FAISの持つ広範なネットワーク（プロジェクト、研究会、
全国ネット、講演・展示会等）を通じて広報を進め、さらなる施設利用・進出につなげる。

北九州市や FAIS等が進める学術研究都市への機関の誘致活動で効果的なアピールが
行えるプレゼンテーション・ツール（静止画像だけでなく動画を活用、施設のハード機能に加
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え、FAISサポート等のソフト機能、集積メリットによる成功事例紹介など）を作成し、活用を
進める。

従来のソーシャルネットワークサービス（SNS）の利用が一部のイベント情報に止まるなど有
効に活用されていないことから、改善を進め、今日多くの人々（社会）に普及している情報

発信・コミュニケーション手段として最大限に活用できるようにする。

学術研究都市内外でのイベント開催によって、学術研究都市の情報へ体験型でアクセス

できるよう、取組みを進める。

営業・広報活動に関する効果的な取組み

項 目 内  容

首都圏への PR 学術研究都市の全国レベルでの認知度を向上させるために、首都圏で開

催される大規模展示会に出展して積極的にＰＲを行う。

ひびきの祭開催時

の施設紹介

地元自治会等との協同による「ひびきの祭」の開催を通じて、地域の人々

との交流を促進し、市民へ開かれたキャンパスとして学術研究都市の施設を

紹介する等により、北九州地域における認知度の向上及び利用の促進を図

る。

ホームページによる

PR 
北九州学術研究都市やFAISのホームページで、施設紹介を積極的に行
うことによって、研究者、学生等及び一般市民の施設利用促進を図る。ホー

ムページでの紹介では、現行の内容を拡充し、より利用しやすく、また、利用

したくなる内容に更新（本文記載のとおり）する。

ホームページでは、英語版も作成して幅広い PR を展開する。

北九州市との協同

による PR 
北九州市とも連携し、市政ガイドブック「くらしの便利情報」おいて、学術研

究都市の会議場や体育施設など市民開放施設の紹介を行い、一般市民の

利用促進を図る。

パンフレット類の

作成

PR 用ツールとして学術研究都市研究施設を紹介するパンフレット類を作
製して利用促進に活用する。

ポスター・チラシ

配布

施設利用についてのポスター及びチラシを作製し、施設紹介を積極的に

行うことにより、研究者、学生等及び一般市民の施設利用促進を図る。

共同研究開発セン

ターの PR 
全国の大学、企業等に対し、研究開発の場を提供する共同研究開発セン

ターでは、半導体製造装置の利用を広く開放し、CMOS プロセス実習や
MEMS 試作の利用、装置の操作説明などの取組みを行う。全国の共同利
用施設との連携により、相互利用・PRを進める。

欄が不足する場合は、同様の書式で別紙（Ａ４版）を作成してください。 
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2-(2) 利用者の満足向上

ア 利用者の満足が得られるための取り組み 

利用者の満足度（平成 25年度～平成 27年度のアンケート結果）は、これまでの管理運営で、
96％以上（利用者）及び 95％以上（研究者）と高い結果を得ている。

今後の管理運営においても、引き続き、高い満足度を得るため、常に利用者の意見・提案等を把握

し、施設管理運営に反映したり学術情報センターや共同開発センター等での施設の機器操作サポート

を進めたりするなど、適正かつ効率的な施設の運用を進める。

情報アクセスの利便性の向上を図る。

 ・情報表示システムによる利用者への情報提供を強化する。

 ・SNSを活用したイベントや施設紹介など利用者への情報提供を進める。

学術情報センターや共同研究開発センター等の施設で、利用者自らによる施設利用・機

器操作をより効率的・効果的に進めるため、FAISによる操作サポートを行う。

利用者の満足度を得るためには、利用者の需要を的確に反映し、利用者の視点に立った

管理運営を進めることが大切である。このため、次の取組みを進める。その結果として、下

記の目標を達成していく。

   ・学術研究都市施設利用者の満足を得るため、利用者側視点での改善推進として、毎

年アンケートを実施し、その結果を改善に反映し、具体策を講じる（PDCA）を進める。

 ・施設利用者の内、研究者の満足を得るため、設備の状況や使用料に関する改善要望

が高く、北九州市との協調の下で、より良い設備提供等に取り組む。

【目 標（アンケート結果に関する数値目標）】 

項目 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 平成 33年度 平成 34年度

利用者満足度 95％以上 95％以上 95％以上 95％以上 95％以上

研究者満足度 95％以上 95％以上 95％以上 95％以上 95％以上

イ 利用者の意見を把握し、それらを反映するための仕組み 

学術研究都市には、大学関係者や企業、図書館や体育施設利用者など、様々な方が利

用され、利用に関する意見や要望も多様である。FAIS が指定管理者として対応できるものや
北九州市と協議・調整が必要なものなど、内容に応じて、速やかに反映していく。利用者の意

見・要望などを的確に把握するため、アンケートを毎年度行い意見等の集約に努める。 

PDCA（Plan/計画→Do/実行→Check/評価→Act/改善）の 4段階を繰り返すことに
よって、利用者意見（C/評価）をより良い管理運営に反映させる。

《様式 11》
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利用者意見の把握は、毎年アンケートを実施し、また、イベント等での参加者からの情報把

握も進める。

意見等を把握するためのアンケート等

項  目 内    容

学術研究都

市利用者

FAIS では、大学関係者や企業、図書館や体育館利用者など、学術研究都市
の施設利用者に対するアンケート調査を実施し、施設等の利用に関する利用者か

らの苦情や要望を集約するとともに、受付時などに直接寄せられる利用者からの声

も的確に把握する。

ご意見箱の

設置

図書室内に、利用者からの意見、要望等の聴取手段として「ご意見箱」を設置し

ている。いただいた意見や要望などを運営の参考にするとともに、図書館からの回

答も合わせて図書室内で公開して利用者とのコミュニケーションを図り、より良いサ

ービスを提供できるよう努める。

図書室

利用者

図書室アンケートとして、平成 23 年度に学研関係者用及び一般市民用の 2種
類を実施した。今後も、指定管理の節目などに実施して、利用者からの意見・要望

を把握・分析し、図書室運営に反映させていく。

学術研究都

市内入居企

業等

平成 23 年度に学研内入居企業等を対象にした情報基盤や教育施設系サービ
スに関するアンケートを初めて実施した。今後も、指定管理の節目などに実施して、

多様化する利用者ニーズ等を把握・分析し、サービスの改善や運営に反映させて

いく。

宿泊施

設利用者

学術研究都市利用者のための宿泊施設には、国内はもとより海外の方も数多く

利用されることから、日本語と英語表記による宿泊者アンケート調査票を作成・配

置し、宿泊施設利用者のニーズを把握する取り組みを行っている。
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参考：これまで利用者から寄せられた主な意見・要望と機能改善・向上への取組み例（実績）

要望内容 取り組み内容 意見・要望元

バスの増便 朝夕１日２便の増便を行った。 大学、市民

学術研究都市のホームペー

ジの改善（施設案内等） 

大幅に改訂し解り易くした。また、施設使用申請書
を置き、WEB上で予約手続きが行えるようにした。 大学、市民 

屋外照明の増設 
大学通りと図書室階段に高輝度の LED 照明を増
設した。 

大学、企業、 
市民 

AEDの増設 近傍に AED のなかった事業化支援センター及び
クラブセンター（運動場付近）に新たに設置した。 

大学、企業、 
市民 

駐車スペースの増設 産学連携センター利便施設前駐車場を拡幅した。 市民 

歩道への浸水の改善 
周辺道路の歩道に敷地からの雨水が流入するのを
境界に排水溝を設置することで防止した。 

市民 

専門図書室図書の市民貸出 専門図書室の図書の市民貸出を実施 図書館利用者

インターネット端末の市民開放 インターネット端末の市民開放を実施 図書館利用者

インターネット予約の開始
インターネットを利用した一般図書室の図書の予約サー

ビスを開始
図書館利用者

図書返却フリーの導入
北九州市立図書館の図書の返却を借りた館以外でもで

きる制度を導入
図書館利用者

リフレッシュ・コーナー新設 飲み物の利用できるリフレッシュ・コーナーを新設 図書館利用者

学術情報センターホーム
ページの充実化

携帯向けコンテンツ、各種データベースの案内、視
聴覚資料リストなどの照会機能を追加

図書館利用者

インターネット回線の高速化 10 100Mbpsに増速 学術研究都市
利用者

Wi-Fi環境の整備 産学連携センター、図書室、会議場、など広範囲
な場所でWi-Fi を利用できるよう環境整備を実施

学術研究都市
利用者

ウ 利用者からの苦情に対する対策について

これまで、会議場軒先の雨漏り、外灯照明の照度不足などの学術研究都市内及び雑草の

穂先の飛散などの学術周辺地域からの苦情に対して、その都度、修理や施設改善、除草

など、利用者及び一般市民からの苦情に迅速に対応してきた。

苦情は、被害や不利益をこうむっていることへの不平・不満であり、安全かつ公平な施設利

用の観点からも迅速に対応しなければならない。今後とも利用者等からの苦情に対し、相

手の立場に立って、迅速かつ丁寧に対応していく。このため、FAIS において、再委託者を
含めた連絡体制を確保し、状況把握・対策実施を進める。具体的には、前述の利用者か

らの意見等の反映手順に則り、対策を進める。苦情の場合においては、要望に比べ、利用

者の困窮度・緊急度が高いことが考えられ、苦情を受けた職員は、速やかに管理組織（上

司、責任者）や必要に応じ北九州市に報告・協議の上、適切な処置を講じる。

緊急性が高いものや FAISが管理の範囲内で解決できるものは、FAIS自身で速やかに対
策を講じる。また、施設の大規模改修など設置者である北九州市の対応が必要なものは、

速やかに北九州市に報告し、協議・対策を進める。

欄が不足する場合は、同様の書式で別紙（Ａ４版）を作成してください。 
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2-(2) 利用者の満足向上

エ 利用者への情報提供を図るための取り組み 

これまで、大学を通じた学生への周知、施設内掲示、FAIS メールマガジンの配信（約
7,700 人、64 回／平成 27 年度）等により情報提供を行ってきた。また、一般開放施設
案内ポスター等は、近隣の市民センター、幼稚園、小中学校、大学、図書館、JR 等に配
布を行った。

今後、こうした取組みに加え、ホームページ・SNS、学術都市紹介パンフレットや施設利用
マニュアル、情報表示システムの改善等により、利用者への分かり易い情報提供を進め

る。また、学術研究都市関係でのプレスリリースを積極的に行う。

主な取組み

項  目 内   容

ホームページ等によ

る情報提供

「北九州学術研究都市」、「（公財）北九州産業学術推進機構」のホームペ

ージや SNS を活用し、研究者、学生等及び一般市民へ積極的に情報提供
を行う。ホームページは、英語版も作成し幅広い層への情報提供を行う。

パンフレット類
学術研究都市研究施設や学術情報センターを紹介するパンフレット類を作

製して施設利用者や学術情報センターへの情報提供に活用する。

北九州市との協同に

よる情報提供

北九州市とも連携し、市政ガイドブック「くらしの便利情報」に、会議場や体

育施設など市民開放施設の利用に関する情報提供を行う。

案内表示の整備

学術研究都市の様々な施設に、初めて来訪者でも迷わず向かえるよう、屋

外及び施設内に施設の配置や入居企業等の表示を行っている。また、施設

の新設や研究機関・企業等の入退居などに併せ、随時更新し表示内容に変

更を行うなど、きめ細やかな対応を行っていく。

学術情報センター

ホームページによる

情報提供

学術研究都市ホームページとは別に、学術情報センター専用のWebサイ
トを立ち上げ、図書室および情報通信系サービスに関する最新の情報を学術

研究都市内部用及び市民向け外部用に情報発信する。

図書室利用の

手引きの作成

専門図書室利用を中心とした「大学・研究機関用」、一般市民向けの「一

般用」、さらに多言語対応として、英語版、中国語版についても作成し、利用

案内に供する。

図書カウンターに多

言語通訳サービス

を導入

増加する留学生に対し、図書室カウンターの利用案内などで多言語通訳

サービスを導入することで、留学生にストレスなく理解してもらう。

学術情報サービスメ

ニューの整備

ICカード発行などの情報通信系サービスの内容説明や利用料金等を一覧
表にしてまとめ、学術研究都市に入居する組織等に対して、きめ細かく案内

する。

教育施設系の利用

マニュアル整備

各種教室、遠隔講義室、スタジオ、コンテンツ制作室などの教育系設備の

利用をスムースに行えるよう、マニュアルを整備し、各施設に配置する。

《様式 11》
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情報表示システム

による情報提供

図書室利用者等向けの案内やお知らせ等を利用者の関心を引くように映

像化し、情報表示システム（ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾞｲｽﾌﾟﾚｲ）にて配信する。コンテンツとし

ては、エントランスをはじめ図書室や情報処理教育施設など、それぞれの設

置場所に合わせたものや視察者用も用意する。

オ その他サービスの質を維持・向上するための具体的な提案 

FAIS では、利用者の意見・要望の反映やこれまでの業務実績を踏まえた改善など、学術
研究都市におけるサービスの質の維持・向上を図るための取組みを進めてきており、今後もサ

ービスの質を維持・向上させるための取組みを進める。

これまで、敷石等の破損の速やかな補修による歩行者や自転車の安全確保、屋外階段の

段差が見え難かった箇所のステップの端に白線を引いての視認性の向上等の取組みを行

ってきた。

今後、こうしたハード整備に加え、情報通信ネットワークの安定運営と入居企業などへの IT
サポートによる利便性の向上や施設利用手引きの更新、図書館利用者への資料・情報の

紹介（レファレンスサービス）の充実等のソフト面での取組みを進めていく。

また、老朽化等のために期待される効果を発揮できていない施設等について改善・更新を

北九州市に提案していく。

主な取組み 

項  目 内   容

開放施設の利用

手引きの改定

大学・企業、一般利用者で異なる利用対象施設ごとの「施設利用の手引

き」をホームページに掲載し、利用者サービスの向上を図る。

施設予約・利用

情報の提供

施設の予約・利用状況を管理するシステムによって学術研究都市関係者

に最新の情報を提供することで、施設利用予約時のサービス・機能向上を図

る。

交通アクセスの

向上

学術研究都市利用者の交通アクセス向上のため、「折尾駅」から「学研都

市ひびきの」間に臨時バスを運行させる。

接遇研修の実施
FAIS 職員に対する接遇研修を実施するとともに、警備員への接遇研修を
警備会社に働きかけるなどし、市民対応の向上を図る。

図書スタッフの

資質向上研修

委託先に、派遣スタッフに対する接遇やレファレンス研修等を義務付け、資

質向上に努める。

レファレンス

サービス充実

図書室利用者からの質問・相談に対し、資料・情報の紹介を行うレファレン

スサービスの充実のため、図書資料調査だけでなく、過去の相談内容・対応の

記録・蓄積・活用を徹底し、適切なレファレンスサービスの質を確保する。

図書閲覧環境

確保

図書室で快適に過ごせるように、照明、室温に配慮し、書架の並びなど雑然と

しないよう見やすいように整理する。雑音等マナー良く利用できるように利用者に

注意を払いながら、利用者と適度にコミュニケーションを図るよう努め、利用者に

快適な閲覧環境を提供していく。
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図書室の見える化

による利用促進

図書室利用者に対し、図書のカウンター業務だけでなく、開架エリアでの活

動をみ見せることにより、図書室職員との直接的なコミュニケーションをとること

で、図書室を知ってもらい、使いこなしてもらうことにより利用促進を図る。

また、SNS やホームページを活用した広報活動を充実し、図書室の利用の
方法や行事などの周知を図り、図書室の利用促進を図る。

情報通信ネット

ワークの安定運営

多くの運営実績を持つ情報ネットワーク管理技術者を中核とする万全の体制

を確保するとともに、システム障害復旧体制や情報セキュリティ体制を構築し、

常に情報通信ネットワークの安定運営を確保していく。

入居組織等への

ITサポート支援
入居組織等からのパソコン、ネットワークやセキュリティなどに関する設置相

談や障害時の対応について、利用者のニーズに適合した支援を行う。

情報機器更新

IT 技術動向を常に調査し、通信事業者の新サービス、新技術の学術研究
都市への導入を検討、提案し、利用者の利便性向上に努める。また、機器更

新においては、既存システムの現状・課題分析、利用者ニーズの把握等を行

って、計画的に実施する。今後も、サービスの継続が必要なものは、サービス

の質の確保と更新・運用経費削減の両面から最適な設備等を検討する。

e-port センター等
クラウドサービスの

活用

24 時間監視等が必要なシステムは、e-port センター等のアウトソーシング
サービス活用に移行し、機能・サービスの質の確保とランニングコストの削減を

実施する。

学術研究都市の

環境充実

学術研究都市は、研究者や学生、一般市民が集う憩いの場でもあることか

ら、緑の多い街並みづくりのための適切な植栽維持・管理を行う。維持管理に

あたっては、草刈や施肥、水撒きなどを計画的・一体的に行う。

欄が不足する場合は、同様の書式で別紙（Ａ４版）を作成してください。 
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2-(3) 指定管理料及び収入

ア 指定管理業務に係る費用について 

これまで、適宜業務改善、事務見直し等を行い、適正な人数にて管理運営を行ってきた。

また、必要電力需要に応じ最適なガスエンジン発電の運転による経費削減、北九州市立大

学の設備管理業務や情報通信基盤運用保守委託契約における施設間の効率的な連携、

適正温度設定や窓ガラスへ断熱効果の高いフィルム貼付等による冷暖房費の節減等により

経費の低減を進めてきた。

今後、指定管理業務に係る経費は、学術研究都市利用者へのサービスの維持・向上にも

十分配慮しつつ、入札や長期契約、大学との一括契約など契約手法の工夫、また、業務見

直しにより、費用対効果を最大化するように運用し、経費を予算の範囲内に抑制した上で、指

定管理の目的、目標を達成するよう、取組みを強化する。

なお、指定管理者は、「公の施設」を管理運営する立場にあることを踏まえ、北九州市の契

約制度に準じた契約手法を用いるなど、公平・公正な契約を行いながら経費削減を目指す。 

また、人件費についても、過剰な人員配置とならないよう努め、業務に見合う適正な人員で管

理運営を行う。 

指定管理業務に係る経費は、費用対効果を最大化するように運用し、経費を予算の範囲

内に抑制した上で、指定管理の目的、目標を達成

FAIS産学連携活動との相乗効果による、指定管理料の最大限の効果的・効率的執行

予算執行における競争性の確保による経費削減努力

時間帯や建物の向き（午前午後・東西南北）に応じた適切な室温設定等の節減の呼びか

けでなくソフト面（エコシステム）での資源・エネルギーの使用量削減への努力

エネルギー使用量削減に向け、機器点検とインバーター制御等による省エネ改善

既設の機器更新時に、適正な機器の見直しによる経費削減努力

  ・利用者のニーズに適応した機器や技術情報の調査

以下に、全般的な経費削減の取組みを示す。

1) 人件費抑制
指定管理者の業務に対し、適宜業務改善、事務見直し等を行い、適正な人数にて管

理運営を実施する。

2) 発注・契約時の工夫
指定管理における施設の管理運営にあたっては、学術研究都市利用者へのサービス

の維持・向上にも十分配慮しつつ、「公の施設」を管理運営する立場にあることを踏まえ、

《様式 11》

70



これまでも、北九州市の契約制度に準じた契約手法を用いて公平・公正な契約を行って

きており、その手法に則り行う。

①長期継続契約の導入

可能な限り指定管理期間内での長期継続契約（指定管理期間の5年間を上限）を
導入する。なお、この形態は、契約期間中に委託内容が変わらないものや、毎年業者

が交代すると業務に支障が生じる委託業務等に適用し、適切な業務履行の確保と委

託経費や事務コストの低減を目指す。

また、リース契約の導入により、コストの軽減が図れるものについては、積極的にリー

ス契約への切り替えを行う。

②競争入札の導入

可能な限り、競争入札を導入し、競争による経費低減を図る。

③委託業務仕様の見直し

FAISが有するこれまでの実績や経験を活かし、学術研究都市の施設規模や特殊
性を勘案しながら経費削減及び効率的な施設管理の視点をもって、毎年度業務仕

様の見直しを行う。

④北九州市立大学を含めた一括契約の導入

学術研究都市内の北九州市立大学の設備・警備業務、情報通信基盤運用保守

業務は、FAISで一括契約を行い、スケールメリットを活かした経費節減を目指す。

3) 運用の工夫による経費削減

①光熱水費の削減

北九州市の節電取組みに準じて、節電に努め経費削減を行う。入居企業等にも理

解と協力をお願いする。取組みの具体例は次のとおり。

・適切な空調設備の運転を実施し、冷暖房費を節減する（夏期の室温設定等）

・照明の間引き（FAIS事務室や共用部、共同利用施設等）

②コピーの工夫による経費削減

削減効果は薄いが小さなことにも目を向け、内部資料の白黒両面印刷、裏紙使用

などを徹底し、消耗品費等の抑制に努める。

4) 情報基盤運営に関する経費低減

①アウトソーシング導入促進

情報関連機器は比較的短期間（５年前後）で機器更新を行う必要があり、また保

守経費も高額となるため、極力自前で機器を所有するのではなく、機器をアウトソー

シングすることで更新経費や運用保守経費を削減する。

②情報システム機器の更新時のシステム見直し

機器更新時に利用実態に応じ、利用率が低く、今後も利用が見込めないサービス

は廃止またはシステム規模を縮小するなど、市と連携して対策を実施し、更新経費

や運用保守経費の抑制を実現する。
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イ 収入を最大限確保する提案について 

これまで FAIS は、施設使用料の徴収に関して、関係法令を遵守し請求を行い、遅滞なく
市に納付してきた。また、研究室の使用料及び光熱水費の徴収については課金システム

により請求明細を作成し的確な請求を行い、収入未済を防止している。

今後、収入を最大限確保するものとして、入居率向上に向けた取組みを進める。

北九州市が行う学術研究都市への誘致活動について、FAIS も支援を行っていく。

ホームページ等媒体の見直し：ホームページの改修等により、施設機能（ハード面）と、

研究者や専門家の紹介などFAISが独自に有する支援機能（ソフト面）を一体的にPR
することで、学術研究都市の魅力を高め、入居・利用希望者の更なるアクセスを促す。

産学連携活動・中小企業支援活動との相乗効果：産学連携事業における大学研究者

や企業と FAISコーディネーターとの協働において、学研施設の PRを行い、関係企業
や研究機関の入居に繋がるよう取り組む。また、中小企業支援センターにおいては、入

居に繋がる可能性がある企業への働きかけや入居窓口への取り次ぎを積極的に行う。

また、情報通信ネットワーク等の知見を活用した収入確保を進める。

・北九州市立大学ひびきのキャンパス・ネットワークの保守業務受託

・北九州市立大学校舎 AV機器の保守業務受託

・キャンパスカードを活用した学生証や職員証などの発行業務受託 等

さらに、学術研究都市全体として収入を最大化するため、FAIS が中心となって国の研究開

発プロジェクトへの採択等を積極的に行っていく。

欄が不足する場合は、同様の書式で別紙（Ａ４版）を作成してください。 
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2-(4) 収支計画の妥当性及び実現可能性

ア 施設の管理運営に係る収支計画の内容及び積算根拠について 

学術研究都市開設以来の適正な収支バランス確保実績に基づいた実現可能な最適収

支計画に基づき管理運営を進める。その積算根拠（今回提案している収支計画）は、平成

28年度実績並びに平成 27年度実績に基づいた平成 29年度予算である。

産学連携事業等 FAIS事業との連携により入居率向上に取り組むとともに、利用者の満足
にも配慮しながら、入札や契約手法の工夫等など予算執行における経費削減にも取り組

み、健全な収支の維持に努める。

北九州市の公共インフラ・マネージメント等の方向性を見据えながら、FAISによる管理運
営の収支計画をより適正なものとしていく。

イ 指定管理業務の適切な再委託について 

学術研究都市は、各大学等の共用の施設が多く、警備や清掃のほか、特殊な装置を有す

る設備、情報サービス、図書館など、管理する分野が専門的かつ多岐にわたっており、これら

の業務を適切に管理していくためには、それぞれの業務に精通した専門職が必要である。

そのため、施設の管理運営に係る業務を精査し、FAISが直接人材を確保・配置して行う
総務部門の業務と、再委託で実施が可能と考える専門性のある管理の業務に区分し、再委

託する場合についても、FAISが再委託事業者を総合的に指揮・統括することで、効率的な
運営かつ十分な質を確保する。なお、業務の再委託は一括して第三者に委託することなく、

個々の具体的業務毎に行う。

また、再委託業者との契約にあたっては、業者の選定の公平・公正性を確保するとともに、

業務の履行が適切に実施できるよう、北九州市の登録業者からの選定を原則するとともに、

可能な限り長期継続契約（指定管理期間の 5年間を上限）や競争入札の導入、業務仕様の
見直しなどを積極的に進めることで、経費節減を図ることとする。

FAISが総務部門を直接統括した上で、再委託によることが専門性・効率性の面から妥当
な業務について、再委託を行う。

再委託業務は、FAISが一括して監理（FAIS監理体制整備を含む）することで、効率的な
運営及び十分な質を確保する。

再委託に当たっては、可能な限り入札により行い、経費削減に努め、また、再委託先にお

いても、適切な人員配置による業務遂行体制を確保させる。

《様式 11》
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再委託の業務、委託先、管理体制、経費を削減するための工夫（主な再委託業務） 

業 務 名 経費削減の工夫

設備管理業務
・長期継続契約の導入

・電気保安規程改正による全館停電作業回数の減

警備業務 ・長期継続契約の導入

清掃業務 ・長期継続契約の導入

機械警備システム保守点検業務 ・長期継続契約の導入

中央監視及び自動制御保守点検業務 ・長期継続契約の導入

会議場等設備オペレーター業務 ・長期継続契約の導入

図書業務 ・長期継続契約の導入

情報通信基盤運用保守業務 ・業務仕様の見直し

主な再委託業務実施における管理体制 

業 務 名 管 理 体 制

設備管理業務

環境エネルギーセンターで 24時間の常駐管理
8:00～17:00 6人

17:00～8:00 ３人
※上記を基本に、効率的な業務実施体制の見直しを随時行う

警備業務

各施設の警備員室で 24時間の常駐警備を実施
施 設 名 体     制

産学連携センター
8：00～18：00 ３名
18：00～8：00 ２名

学術情報センター

8：00～18：00 ２名（平日）
8：00～18：00 1名（土日祝日）
18：00～8：00 １名
※12月 29日～1月 3日は常駐なし
※図書室開館日の土日祝日はもう 1名

体育館
8：30～22：30 １名
※12月 29日～1月 3日は常駐なし

情報技術高度化センター

8：00～18：00 ２名（平日）
8：00～18：00 １名（土日祝日）
18：00～8：00 １名

事業化支援センター

8：00～18：00 ２名（平日）
8：00～18：00 １名（土日祝日）
18：00～8：00 １名

技術開発交流センター
8：00～20：00 ２名
20：00～8：00 2名

※上記を基本に、効率的な業務実施体制の見直しを随時行う
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清掃業務

清掃区域を５ブロックに分けて日常清掃及び定期清掃を実施

区分 区  域

Ⅰ
産学連携センター、会議場、クラブセンター、運動場、大学通

り、早大西側駐車場、通学者専用駐車場及びその周辺

Ⅱ
学術情報センター、体育館、環境エネルギーセンター

及びその周辺

Ⅲ
共同研究開発センター、情報技術高度化センター

及びその周辺

Ⅳ 事業化支援センター及びその周辺

Ⅴ 技術開発交流センター及びその周辺

【定期清掃作業項目及び周期】

定期清掃項目 周 期

カーペット清掃 ４回／年

石部分の水洗い 12回／年
床洗浄・樹脂塗布作業 ４回／年

駐車場、中庭、階段等清掃 ２回／年

窓ガラス清掃 ３回／年

空調吹出口・吸引口清掃 12回／年
図書館内の書架清掃 12回／年

【ベットメイク】

使用後の宿泊室のベットメイクと清掃

機械警備システム

保守点検業務

週に１回、技術者常駐にて管理実施。（8:45～17:30）
その他、定期点検の実施、非常時には緊急対応。

技術開発交流センタ

ー機械警備システム

保守点検業務
定期点検の実施、また非常時には緊急対応

中央監視及び自動

制御保守点検業務
定期点検の実施、また非常時には緊急対応

排水処理装置

保守点検業務
定期点検の実施、また非常時には緊急対応

ガスエンジン

保守点検業務
定期点検の実施、また非常時には緊急対応

会議場等設備

オペレーター業務

オペレーター１名常駐にて管理実施。（8:45～17:30）
催事開催時、必要な場合は補助員としてオペレーターを増員

図書業務

図書室における時間内開館時（9：00～20：00）のカウンター業務、図書受
入装備業務等を行なうために必要な人員を配置

専門図書室における時間外開館時(8：00～9：00、20：00～24：00）のカウ
ンター業務を行なうために必要な人員を配置

情報通信基盤

運用保守業務

業務従事時間は原則平日８：４５～１７：３０とし、対象システム・設備の利用

及び運用保守業務等に必要な人員を配置

なお、システム更新や障害等には、時間外や休日も対応

欄が不足する場合は、同様の書式で別紙（Ａ４版）を作成してください。
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2-(5) 管理運営体制など

ア 施設の管理責任者、管理体制について 

1) 組織運営の方針 

①組織の基本的考え方

FAIS は、北九州地域における産学官連携による研究開発や学術研究の推進等を図る
ことにより、地域の産業技術の高度化や活力ある地域企業群の創出・育成に寄与すること

を目的として、平成 13 年に学術研究都市のオープンとともに設立された。そして、地域の
知的基盤として整備された「北九州学術研究都市」を活動の拠点とし、産学連携の推進

や、中小企業・ベンチャー企業の総合的な支援等、市の産業振興施策に基づいて様々な

取り組みを進める組織体制を構築している。

FAIS の組織は、大きく 2 センター体制であり、各部署が連携を図りながら事業を実施し
ている。職員は、市や企業からの派遣職員、企業出身の専門嘱託、事務嘱託で構成して

いる。組織運営の方針としては、企業出身者（派遣または専門嘱託）は、高い専門性と知

識・企業経験をもった人材を採用し、各部署に産学連携等の橋渡し役となるコーディネー

ターとして配置している。また、各事業は市と密接な連携が必要であるため、市の事務に精

通した市職員を配置することで、市との協議や調整を円滑に進める体制を整備している。

②キャンパス運営センターの組織

そのうち、キャンパス運営センターは、指定管理者として、学術研究都市の施設管理を

行う他、学術研究都市進出大学の大学間連携推進事業、留学生支援事業等を実施する

ことにより、学術研究都市の一体的運営を行っている（FAIS 組織図）。そして、国・公・私
立の大学が集積された複合大学群とも言うべき学術研究都市の特色を活かした効率的な

センター運営のため、FAIS の専門委員会となるキャンパス運営委員会を設置している。
委員は FAIS 役員他、学術研究都市進出大学の責任者等で構成され、共同利用施設の
利用や大学間連携、産学連携、地域連携に関することを審議している。

2) 指定管理者に係る組織体制 

①管理運営組織の基本的考え方

指定管理者として学術研究施設の管理運営を行う組織として、FAIS ではキャンパス運
営センターを設置し、センター長をトップに、担当部長、施設管理担当課長、学術情報担

当課長など、施設を適正に管理運営する組織体制をとっている。また、この他、設備や警

備、清掃、図書、情報基盤などの専門的な業務については、外部の業者への再委託等に

より、経費面においても効率的な運営が出来る体制をとっている。

FAISキャンパス運営センター（学術研究施設の管理や大学間連携・留学生支援等の
学術研究都市の一体的運営を実施）と産学連携統括センター（産学連携を推進）によ

る適切な運営体制

《様式 11》
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キャンパス運営センター長をトップに、担当部課長の配置により、施設の適正な管理運

営体制を確保するとともに、設備や警備、清掃、図書館、情報基盤などの専門的業務

は、再委託により経費面において効率的な運営が出来る体制を整備

キャンパス運営センター：学術研究都市の一体的運営（協同関係の構築）

　中小企業支援センター：中小企業の経営及び技術開発を支援・ベンチャー事業者を育成支援

産学連携統括センター：産学共同研究プロジェクト創出・大学等の技術シーズ移転をコーディネート

　ものづくり革新センター：「革新的ものづくり」を実現するプロジェクト創出等を通して、市内企業の競争力強化を支援

　半導体・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ技術センター：半導体・エレクトロニクス産業振興のため、中小企業支援、産学連携事業等を推進

　自動車技術センター：自動車産業の拠点化に向けた研究開発支援・人材育成

　ロボット技術センター：ロボットの技術開発・実証の拠点化、市内企業へのロボット普及を推進

（うち非常勤１）

（非常勤）

（非常勤）

は、指定管理者に係る担当

主任(ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ)

化学・素材担当ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ

【ものづくり革新センター】

[留学生支援ｵﾌｨｽ長兼務]

知的財産課長

(公財)北九州産業学術推進機構（FAIS）組織図（平成29年4月1日）

特任コーディネータ 開発支援担当課長(ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ）

ﾛﾎﾞｯﾄﾃｸﾉﾛｼﾞｰ担当ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ

事業推進担当部長 企画管理課長 嘱託　２

嘱託

人材育成担当課長

主任（非常勤）

【国家戦略特区ライン】
（介護ﾛﾎﾞｯﾄ開発支援）

事業推進課長 嘱託　２

事業管理担当課長

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ支援担当課長

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ支援担当課長

企画管理担当課長 嘱託　２

（非常勤）

産学連携ｼﾆｱｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

専務理事

副理事長
（非常勤）

ﾛﾎﾞｯﾄﾃｸﾉﾛｼﾞｰ担当ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ

【ロボット技術センター】

半導体・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ技術ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 開発支援部長

ﾛﾎﾞｯﾄﾃｸﾉﾛｼﾞｰ担当ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ

自動車技術担当ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ

【自動車技術センター】

自動車技術担当ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ

ﾛﾎﾞｯﾄ技術ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 ロボット開発支援部長 事業化支援担当課長(ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ)

産学連携統括センター長 産学連携部長 産学連携課長 嘱託　２

化学・素材担当ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ

ものづくり革新グループ長 機械・材料担当ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ

嘱託　３

主任

担当部長　２ 担当課長(ﾁｰﾌﾏﾈｰｼﾞｬｰ)

ﾍﾞﾝﾁｬｰ支援課長 嘱託　２

総括ＳＥ 主任ＳＥ　２

中小企業支援センター長 中小企業・ベンチャー支援部長 経営支援課長 嘱託　２

嘱託　２

学術情報担当課長 主任 嘱託　２

キャンパス運営センター長 総務企画部長 総務経理課長

嘱託　２

主任〔経理〕

施設管理担当課長 主任

主任〔総務〕 嘱託

嘱託　２

企画広報課長

企業支援担当課長

主任

主任（IM）

理事長

留学生支援オフィス次長 嘱託(兼務)

半導体ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ担当ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ

産学連携担当課長

開発支援課長

（非常勤）

自動車技術グループ長 自動車技術担当ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ 研究員

【半導体・ｴﾚｸﾄﾆｸｽ技術センター】

ﾅﾉﾃｸﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ事業 ２
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イ 施設の管理運営にあたる人員の配置について 

FAISでは、指定管理者の担当職員は、施設の管理運営全般を統括する部署及び学術
情報関係を担当する部署に必要最低限の人員を配置しており、また、通常の人員配置に

加え、夜間には、学術情報センター図書室の夜間受付専任スタッフを配置や巡回監視の

強化等、一部業務を再委託して柔軟に対応し、効率的かつ適切な管理運営を行ってき

た。

今後も、以下の人材配置により、効果的、効率的な管理運営を確保し、利用者のサービス

向上と経費の削減を図る。

・ 研究開発、事業化、教育などの学術研究都市の機能を最大化する人材及び施設・

設備の安全かつ効率的運営を確保する人材の配置

・ 施設管理の人員配置は、「学術施設管理運営体制」のとおり

ウ 施設の管理運営にあたる人員の資格、経験について 

学術研究施設は、環境エネルギーセンターの特殊設備の他、図書館運営、情報基盤運営

などにおいて、様々な専門職が必要となる。このため、施設管理にあたっては、施設管理担当

課長には防火管理者として必要な資格を取得させ、電気・建築物・高圧ガスの取扱い等に必

要な資格（電気主任技術者、建築物環境衛生管理技術者、高圧ガス製造保安責任者など）

は、委託業者の中から選任するなど、法令等で規定された有資格者を適切に配置している。 

また、学術研究都市の重要なインフラである情報基盤の運営には、各情報分野における構

築・運用管理の実績（北九州市など）があり、電気通信回線設備、システム管理、アプリケー

学術研究施設 管理運営体制 

【施設管理担当】 

●設備管理業務 

●中央監視及び自動制御保守点

検業務 

●排水処理装置保守点検業務 

●ガスエンジン発電保守点検業務

●警備業務 

●機械警備システム保守点検業務

●清掃業務 

●一般・産業廃棄物処理業務 

●会議場等オペレータ業務 

●アスレチック・ジム機器保守

点検業務 

●共同研究開発センター機器保

守点検業務 

●来客者駐車場ゲート保守業務 

●植栽管理業務 

【学術情報担当】 

●図書室業務 

●情報通信基盤運用保守業務 

ＦＡＩＳ 再委託

委  託

業務実施

指 揮 

統 括 

・施設管理・経理の総括 ・施設管理運営の総括 

・施設管理の総括 ・再委託業者の指揮・監督 

・入居企業等との連絡調整 

・市等関係機関との連絡調整 

・施設利用受付・許可・調整 
・使用料等の請求・徴収 
・利用状況報告 

・指定管理業務に係る経理 

・学術情報の総括 

・ＳＥの総括 

・ネットワーク管理者 
・情報通信システム利用

受付 

・情報通信システム管理運営 

・委託・工事等の監督、検査 
・情報通信システムに係る専門的・

技術的事項 

・図書室の管理運営企画 

・図書受入、市等関係機関

調整 

・学術情報部会 

・情報通信システム計画 

・学術情報サービス利用規約 

・図書館相互貸借 

・雑誌、大学図書検収 

・利用状況報告 
・庶務 

専務理事 

総括ＳＥ 主任ＳＥ２

主任 嘱託２ 学術情報担当課長

主任 嘱託２ 施設管理担当課長

キャンパス運営Ｃ長 主任 嘱託 総務経理課長 

・指定管理業務に係る
経理の総括 

・指定管理業務に係る
人事・給与の総括 ・学術情報センターの総括

・学術研究都市に係る
企画広報 

企画広報課長 

・学術研究都市に係る
企画広報の総括 

嘱託２ 

・指定管理業務に係る人事・給与 

総務企画部長 

主任 嘱託２ 

企業支援担当課長

・入居企業・研究機関等の支援の総括 
（訪問調査、産学連携の橋渡し、市等関係機関との連絡調整 
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ション開発等、業務に必要な資格を有したシステムエンジニアを適切に配置している。図書室

運営についても、再委託先を含め、図書館司書の資格を有し、大学及び公共図書館で実績

のある人員を図書カウンター、書誌登録業務を中心に適切に配置している。 

今後とも、法令等を順守し、防火管理や電気・建築物・高圧ガスの取扱い、図書館・情報

基盤運営など、各施設において必要な資格・経験を有する人員（図書業務：司書、情報基盤

保守：SE等の再委託を活用した人材確保を含む）を適切に配置し、適正な管理運営を確保
する。 

欄が不足する場合は、同様の書式で別紙（Ａ４版）を作成してください。 
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エ 職員の資質・能力向上を図る取り組みについて 

1) FAIS職員に対する教育・研修
FAIS では、業務遂行に必要な知識・技能の習得や、倫理観・使命感をもってその職
責を果たしていく人材を育成・支援するための研修年間計画を策定している。

研修を通して、職員のモチベーションの向上（元気ややる気を引き出す）や、資質向

上・能力開発を図るとともに、誇りとやりがいをもって仕事ができる環境づくりを進め、組織

の活性化を図っていくこととしている。また、FAIS は、市 100％出資の公益法人であるこ
とから、市職員に準じた平等・公平な立場が求められており、折に触れ、綱紀粛正を喚起

している。

①一般研修：FAIS職員としての基礎知識の取得、資質の向上、能力開発
研修：新規採用者研修、接遇研修、人権研修、情報セキュリティ研修 等

②専門研修：業務に必要な専門知識の取得・レベル向上、業務遂行に必要な資格取得

研修：経理関連研修、情報リテラシー研修、ネットワーク管理担当者研修、

特許関連研修、AED研修等
③先進地視察、シンポジウム・展示会参加：業務遂行の向上に有益な知識・情報を習得

2) 施設の管理運営に係る教育・研修
FAIS は、日頃から多くの方が利用できる「広く開かれた学術研究都市」を目指して管
理運営を行っており、利用者に加えて、学術研究都市の視察者も多い。

このため、設備の安全管理対策の研修など、学術研究都市を安全・安心に利用してい

ただくための取り組みを実施している。

学術情報センターに関する業務では、図書室及び情報基盤等の業務を遂行する上

で、専門的知識の習得や近年の情報技術動向等の調査・研究等が不可欠であることか

ら、図書館及び情報分野に関係する団体が主催する研修、講習会等に参加させ、また、

図書館及び情報通信基盤運用業務委託における派遣スタッフへの研修実施を派遣元に

義務付けるなどして、職員及び運用スタッフの資質・能力向上に努める。

施設の管理運営に係る教育・研修は、再委託者を含めて実施していく。また、AED 使
用など利用者自身が管理運営の関わる場合もあり、学研都市全体のメンバーや利用者

向けの研修・情報提供も進めていく。

オ 地域の住民や関係団体等との連携や協働による事業展開について 

FAISは、これまで、学術研究都市がさらに市民に開かれたキャンパスとなるよう、住民や
関係団体等と連携・協働により、地域住民が参加する行事（ひびきの祭等）の開催や視察

受入れ、図書室の利用促進（図書室親子 DVD上映会等）などの取り組みを行ってきた。

今後も、地域住民やひびきの小学校などとの協働事業の実施（ひびきの祭、学術研究都

市見学等）、交流スペースを利用した地域住民の活動支援、関係団体との交流・インタラ
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クション機会の創出等、地域の住民や関係団体等との連携・協働による事業展開を進めて

行く。

地域の住民や関係団体等との連携や協働による事業展開の主な取組み

項 目 内    容

体育館・運動場・テ

ニスコートの一般開

放

学術研究都市内の施設である体育館・運動場・やテニスコートは広く一般

市民に開放している施設であり、地域団体や有志サークル等多くの人市民

が利用している。

利便施設事業者との

連携

学術研究都市内の施設には学食や売店など多くの利便施設が事業を行

っている。学研内入居者に対してこれら利便施設の営業案内を行うなど、事

業関係者との連携を強化することによって学術研究都市の機能強化を図

る。

ひびきの祭の開催や

開催時の施設紹介

等

「北九州市立大学ひびきの大学祭」と同時開催している「ひびきの祭」で

は、地域住民のイベントも参加し、地域協働を行っている。今後も、企画段

階からの地域との対話など連携を進め、事業展開を図っていく。また、ひび

きの祭の際には、で学術研究都市内の施設を紹介し、市民に開かれたキャ

ンパスとしての学術研究都市の PR と北九州地域における認知度の向上及
び利用の促進を図る。

視察の受入れ

学術研究都市は、複数の大学や企業、研究機関等が集積し、環境への

取組などの特色を有しており、学術研究都市の近隣のまちづくり団体などか

らの視察依頼が数多くあり、FAIS でも積極的に視察の受入れを行うことで、
地域に密着した学術研究都市として運営を行っている。

地域交流サロン

学術研究都市の技術開発交流センターの1階ホールは、地域の方々の自
由な交流の場として開放しており、地域との共同利用につながっている。今

後もこうした仕組みを続けながら、地域協働を推進する。

学術研究都市留学

生支援を行う NPO
法人との連携

学術研究都市内の大学には、留学生が多く在籍しており、学術研究都市

内に、これらの留学生を支援する目的で設立されたＮＰＯ法人が事務所を

構えている。FAISでは同法人とも連携して、地域交流の催しなどを通じて留
学生支援に協同して取組んでいる。

図書室研究者情報

コーナー設置

専門図書室内に「研究者情報コーナー」を設置し、学術研究都市内の大

学・研究機関の事業内容や、これらの機関に所属する研究者が行っている

研究内容等を紹介するため、関連図書や研究成果報告書等の資料を展示

する。資料収集あたっては、各大学の事務局・研究機関に論文集等の提供

を依頼して展示資料に厚みをもたせ、学術研究都市内だけでなく、広く地域

にも研究内容等の周知を図り、学術研究都市の存在意義を伝えていく。

中・高・大学等からの

職場体験受入れ

近隣の教育機関からの職場体験要請に積極的に答え、職場体験を通じ

て学術研究都市をより身近なものとして感じてもらい、地域との一体化につ

なげていく。また、一利用者の声として、図書室職員とコミュニケーションをと

ることで、今後の運営に反映させていく。

欄が不足する場合は、同様の書式で別紙（Ａ４版）を作成してください。 
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2-(6) 平等利用、安全対策、危機管理体制など

ア 施設の利用者の個人情報を保護するための対策について 

・FAIS では、学術振興、産学官連携の推進等で個人情報や秘匿情報を扱うことが多いこと
から、独自に、北九州市個人情報保護条例に準拠した「個人情報保護規程」及び「個人

情報保護規程実施要領」を定めて、個人情報保護に努めるとともに、「情報セキュリティ対

策規程」を策定し、パソコンの持ち出し禁止、電子媒体の施錠管理、ウイルス対策、情報の

パスワード化、事務用パソコンの一元管理の徹底、Active Directory の導入等を行って
いる。

・また、法令等の遵守や個人情報の取得・利用、第三者への提供等に関する FAIS の個人
情報の取り組み姿勢を対外的に明確に示すため、「個人情報保護方針」を作成し、個人情

報保護の徹底を図っている。

・今後とも、学術研究都市の管理運営にあたっては、施設利用者に関する大量の個人情報

を取り扱っていることから、「北九州市個人情報保護条例」等の関係法令の他、FAIS プラ
イバシーポリシー等を遵守し、厳格な個人情報の保護管理を行っていく。

・特に、情報基盤の運営に関しては、個人情報を含む大量の秘匿情報をシステム機器にて

蓄積・管理しており、万が一漏洩等が発生した場合影響が大きいことから、｢キャンパス内

情報通信システム情報セキュリテイポリシー｣で情報通信システムの開発・運用・保守にか

かる管理体制としての対策基準及び実施要領等を規定し、情報通信システムを経由した

情報の漏洩、外部からの侵入による情報の流失防止対策等を講じる。

・さらに、業務を外部委託する場合においても、契約書に安全管理、秘密の厳守、契約解除

及び損害賠償等に関する事項を明記し、責務を課すことと併せ、派遣スタッフ全員から誓

約書を徴し、個人情報保護対策の徹底を図ることとする。

イ 利用者が平等に利用できるような配慮について 

学術研究施設は、地方自治法で定められた「公の施設」であり、施設利用者選定や受付調

整にあたっては、平等・公平な取扱いが求められるとともに、不適切な利用が行われることのな

いよう、受付時の管理・確認が必要となる。

・これまで、関係条例・規則、学術研究施設管理要綱、学術研究施設開放要綱などの関係規程に

基づき、一般開放施設について、施設予約システム及び管理台帳で利用状況を一元的に管理し、

また、利用者が限定される施設の利用に関しては予約が重なった時には利用調整を行い、申込者

が公平に利用できるようにし、公正・平等かつ適正な利用調整及び使用許可を行ってきた。 

・FAISでは、今後も開かれた学術研究都市を目指し、一般利用も含め、平等・公正かつ適
正な利用調整等を行いながら、施設利用の促進に向けた取り組みを行っていく。 

《様式 11》
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・学術研究施設は、地方自治法で定められた「公の施設」であり、平等な利用に最大限配慮

し、施設利用者選定や受付調整を行う。 

・不適切な利用が行われることのないよう、受付時の管理・確認を徹底する。 

利用者が平等に利用できるような配慮の主な取組み 

項  目 内  容 

本来目的と一般

利用との調整 

学術研究施設については、「学術及び研究の発展並びに産業技術の高度化

及び新たな産業の創出に貢献すること」を目的とし、一般市民への利用開放に

あたっては、「学術研究施設開放要綱」において、「本来の利用目的を妨げない

範囲」においてその使用を認めるという規定が設けられている。 

 そのため、学術研究都市の大学や企業関係者などによる使用と、一般開放利

用の場合で受付開始期間や使用料が異なるため、予約受付を行う場合は、利

用希望者に対し十分な説明を行い、円滑な利用調整を行う。 

不適切利用の 

制限 

学術研究都市の施設は、地方自治法で定められた「公の施設」であり、平等・

公平な利用が求められ、施設の利用にあたっては、不当な差別的扱いをしては

ならないが、一方で、催眠商法などを目的とした不適切な利用は北九州市消費

者条例により利用を制限する必要があることから、こういった不適切な利用が行

われることのないよう、利用受付の際などに十分に注意を払うこととする。 

専門図書室の 

市民開放調整 

専門図書室については、学術研究都市内に入居する各大学が購入した図書

を配架し運営しており、一般市民への開放は各大学の理解が不可欠である。そ

のため、一般市民への開放については、北九州市及び各大学と連携・調整し、

学生や教員等の学術研究活動に支障のない範囲で積極的に開放するここと

し、地域に開かれた図書室運営に努める。 

ウ 日常の事故防止などの安全対策や事故発生時の対応などについて 

・学術研究都市は、研究施設や図書館、体育館など、多くの施設が設置され、大学や企業

関係者、一般市民などの様々な方が利用している。そのため、日常の事故防止などの安

全対策や事故発生時の対応が非常に重要である。

・FAISでは、これまで、警備員や設備管理員等と連携し各種設備の点検を行い、故障箇所
について迅速な補修等を実施し、施設改修が必要な場合は北九州市と協議し、施設利用

者が安全・安心に利用できる環境整備を行った。

・今後とも、日常の事故防止のため、取組みを進める。

・安全な施設利用を目的として、北九州市市有建築物維持保全サポートマニュアルに基づ

く日常点検や建築基準法に基づく定期点検を実施する。また、点検において不具合が確

認された場合は、直ちに北九州市へ報告するとともに、補修等の必要な措置を行う。 

・老朽化施設において不具合が無い場合でも、今後、改善が必要になると思われるものは、
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予防措置として、北九州市に修理・更新を提案していく。 

・ひびきの小学校開校に伴う安全対策・危険回避対策（施設の安全性確保に関する学校と

の協議を含む）を実施する。これまでも、危険個所の再点検を行い、敷地の小さな窪みの

補修や屋外階段の鋭利なコーナーの改善などを実施している。今後も、子どもの目線での

点検、対策を実施していく。 

・利便施設用駐車場の頻繁な見回り（3回以上／日）を行うとともに、不適正な利用者に対
しては、適正利用への注意・指導を行う。 

・事故が発生した場合は、利用者の保護、救急措置などの迅速な対応を行うともに、利用者

の家族、緊急措置機関(警察や消防署)、そして、北九州市等への連絡を行う。事故発生

時の対応体制は、発見者・把握者 

エ 防犯、防災対策や非常災害時の危機管理体制などについて 

・FAISでは、24 時間 365 日 火災・防犯の機械警備システムや常駐の警備員の配備、
図書室での防犯カメラ設置・巡回監視など、利用者が安心できる体制を整えてきた。

・また、設備関係においても、環境エネルギーセンターに常時委託の専門業者の配置、機

械警備システムと常駐の警備員を各施設に配置、警備員による夜間巡回警備の実施等

管理体制をとるとともに、緊急連絡網を整備し、非常災害が発生した場合も、適切に対応

できる体制を整えている。

安全対策や事故対応、及び防犯・防災対策や非常災害時の危機管理の主な取組み

項  目 内  容

非常災害時の危

機管理体制

FAISでは、独自に定めた「消防計画」に基づき学術研究都市共同利用施設に
係る自衛消防組織を編成し、毎年、火災発生等を想定した消防訓練の実施や、

消火栓取扱等の指導実施、避難誘導経路の設定及び訓練の実施、職員及び関

係者緊急連絡網の策定など、非常災害時における危機管理体制を整えている。

また、緊急時の救命対策について消防署員を講師に講習を実施している。

また、学術情報センターでは、台風・大雪等荒天時での臨時休館基準を策定

するなど、利用者の安全確保を大前提に危機管理体制を整えている。さらに、計

画停電時の対応マニュアル等も整備しており、実際に非常災害等が発生あるい

は事前に予測できうる場合、非常時の運用ルールに従った危機管理体制をもっ

て、利用者の安全確保を確実に行っていく。

学術研究都市内の体育館は、北九州市地域防災計画に基づき特設公衆電

話を備えた大規模「予定避難所」として指定されており、災害時等の開設要請に

早急に対応する体制を整えている。

防犯カメラの

運用

学術研究都市では、随所に防犯カメラを設置しており、常駐警備員や職員によ

る監視や 24時間録画等により不測の事態に備えている。

AED（自動体外
式除細動器）の

学術研究都市の利用者、訪問者の急な容体の悪化に備え、AED（自動体外
式除細動器）を、産学連携センター、事業化支援センター、技術開発交流センタ
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設置と研修 ー、一般の方も多く利用する体育館、クラブセンター（運動場近傍）と図書室に設

置している。AEDの操作方法は、いざという時に FAIS関係者が正しく使用できる
よう、研修を実施し、安心して学術研究都市が利用できる体制をとっている。 

24 時間 365 日
の緊急時対応体

制の整備

学術研究都市は、常に安全・安心して施設利用が出来るよう、火災や風水害、地

震等の非常災害時の体制を整える必要がある。

設備関係においては、環境エネルギーセンターに常時委託の専門業者を配置

し、警備に関しては、機械警備と常駐の警備員を配置するとともに、警備員による夜

間巡回警備の実施等により、万全な管理体制をとっている。

また、緊急時連絡網を整備し、非常災害などが発生した場合も、指定管理者

である FAISが適切に対応できるよう体制を整えている。
・学術研究都市緊急連絡体制（各大学等も含めた総合的な緊急時連絡体制）

・環境エネルギーセンターの緊急連絡体制

・警備の緊急連絡体制

学術情報センタ

ーにおける日常

事故防止・防犯

対策

図書室及び情報処理教育施設において、日常の事故防止や防犯対策として、

業務報告にチエックリストを用いた施設及び設備器具の目視による確認を定期的

に実施し、利用者が安心して施設・設備の利用ができるよう日常点検をはじめとし

た業務管理を行なう。

また、利用者のための防犯の取組みとして、監視カメラの設置や巡回監視を実

施している。

図書資料の盗

難、地震対策

図書資料の不正持出対策として、専門図書室出口ゲートにブックディテクションシ

ステム（BDS）を導入しており、スタッフによるシステムの定期的な動作検証や利用
者指導と併せて、適切な資料管理を徹底する。

また、蔵書点検（一般及び専門図書室、各 1回／年）結果を分析し、関係機関と
協議して必要に応じた対策を実施する。

地震対策としては、書架の壁固定や上段部分から図書滑落を防ぐための転倒防

止シートの貼り付けなどの対策を施す。

教育系施設設備

の貸出管理、盗

難対策

催事や授業の利用に支障のないよう会議室や教室のプロジェクター等、会議・

講義に不可欠の機器については、本番日以前に設備の利用前点検を実施する。

授業・研究等で利用する視聴覚機器等の可搬型備品については、貸し出し管理

のための受払い簿、日常点検のための日誌、適正操作を行うためのマニュアルを

整備し、常に快適に利用できる状態を確保する。

盗難対策としては、各室に設置の貸出用パソコン等をワイヤー固定し、利用後

に数量チェック等を行うなど、適切な備品管理を行う。

不正通信、情報

セキュリティ対策

キャンパス・ネットワークとして、外部からの不正な攻撃から守るため、基本的な

防御を行うとともに、様々な研究開発機関が先進技術を使いネットワークを活用

するため、内部的汚染もあり得ることを前提に考え、セキュリティ体制を構築する。

情報通信サービスの安定供給を阻害する過負荷通信、不正通信等にリアルタ

イムに対応するため、ネットワークの要所に配置された監視システムによりパター

ン・回数を元に判定し、傾向と対策を管理する。同時にウイルス攻撃等の検知デ

ータ、インターネット系サーバからのウイルス検知データを定期的に抽出し、ウイル

スの進入・感染を防止する。

万一、ウイルスに感染した場合は、影響範囲の局所化と原因の早期除去に努

める。さらに、ウイルスや不正アクセスに関する外部の情報サイトを日々チェック

し、関係者に周知するとともに、必要に応じ学術研究都市のネットワークセキュリテ

85



ィ対策に反映させる。

システム障害

対応

情報基盤系の重要なシステムにおける障害監視は 24 時間 365 日体制で実
施し、障害の重大性に応じた対応を行う。万一障害が発生した場合は、自動的に

メール等で通知し、迅速な障害対応を可能とし、早期復旧を実施する。またシス

テム機器は重要度に応じた定期（日、週、月、年）点検をし、障害ポテンシャルの

事前防止策とする。さらに、障害の発生から初動対応、本格復旧に至る一連の履

歴を管理することによって、障害復旧および対応が確実に終了するまでのフォロ

ーを明確にするとともに、類似障害の抑止と再発防止を図る。

スパムメール

対策

近年、急増するスパムメール（迷惑メール）に端を発したウイルス感染、個人情

報や機密情報漏洩による被害からキャンパス・ネットワーク内の利用者を守るた

め、多様化、巧妙化する手法に対応する高度な先端技術動向を適用した信頼性

の高いメールセキュリティ基盤を提供し、スパムメール流入抑制に努めていく。さら

に、適切なアドレス公開方法などの利用者指導もあわせて実施し、キャンパス内

からのメールアドレスの流出防止を行なう。

・FAISは、危機管理の重要性を踏まえ、常に利用者が安全・安心に学術研究都市を利用
していただける体制を維持していく。

・定期巡視実施するとともに、防犯カメラの運用により、防犯を進める。

・AEDは、緊急時も誰でも適切に対応できるよう、FAIS職員は勿論のこと、大学関係者、
入居者、頻繁な利用者等、学術都市全体に及ぶ研修を実施し、安心して学術研究都市

が利用できるように対応を強化する。

・適切な危機管理体制を構築し、適確なリスクマネージメントを実施する。災害が予想される

場合は、下記のような危機管理体制下で、その回避のための対策を進めること 等

欄が不足する場合は、同様の書式で別紙（Ａ４版）を作成してください 
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《様式12》

30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

1,776 1,776 1,776 1,776 1,776 8,880

1,776 1,776 1,776 1,776 1,776 8,880

３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度

663,000 663,000 663,000 663,000 663,000 3,315,000

①施設維持管理業務 396,000 396,000 396,000 396,000 396,000 1,980,000

②図書業務 51,500 51,500 51,500 51,500 51,500 257,500

③情報通信基盤業務 215,500 215,500 215,500 215,500 215,500 1,077,500

55,000 55,000 55,000 55,000 55,000 275,000

上記「①施設維持管理業
務」に含む

1,776 1,776 1,776 1,776 1,776 8,880

719,776 719,776 719,776 719,776 719,776 3,598,880

9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 45,000

728,776 728,776 728,776 728,776 728,776 3,643,880

1,776 1,776 1,776 1,776 1,776 8,880

728,776 728,776 728,776 728,776 728,776 3,643,880

-727,000 -727,000 -727,000 -727,000 -727,000 -3,635,000

727,000 727,000 727,000 727,000 727,000 3,635,000

計

３．施設維持管理に関する経費

１．自主事業（自動販売機）

収入計画
区　分

２．人件費

収入合計（Ａ）

計 備　考

北九州学術研究都市管理運営に関する収支計画書

１．事業費（物件費）

【支出見積】

区　分
支出計画

【収入見込】

摘　要

（単位：千円）

支出合計（Ｂ）

収支差（Ａ）－（Ｂ）

指定管理料

受託消費税

合　　計（Ｂ）

４．自主事業（自動販売機）

小　　計

【収支明細】

収入合計（Ａ）

87



88


